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トレン ド型思考 か らの脱却

理事・(財)日本産業技術振興協会副会長 百 田 恒 夫

ノ

GNPに しろ,エ ネ ル ギー 需要 量 に しろ,毎 年7%の 率 で伸 びた とす る と,30

年で8倍,50年 で30倍 とい う数字 にな る。 そ こで,紀 元2030年,2050年 とい う視

野 で考 え る場 合,低 成長 へ の道 を選 択 せ ざ るを得 な いの は,単 に オ イル ・シ 。ッ

クのた めばか りで はな い。

伸 び率2%,1%と い う場 合 は どうで あ ろ うか。2%で は30年 で1.8倍,50年 で

2.7倍,1%で は30年 で1.3倍,50年 で1.6倍 であ り,紀 元2000年 代 を見通 した 国家

100年 の計 とで もい うこ とにな る と,平 均1%の 成 長 を持 続 す る こ とす ら危ぶ まれ

る。

現在,政 府 の長 期 エ キル ギー 需給 見通 しは1995年 まで 規定 され てい るが,そ れ

をべ一 ス に して,2025年 のエ ネル ギー 需要 を試算 した デー タが あ る。 これ に よる

と,1995～2000年 のGNPの 伸 び率 を2%,2000～2025年 の伸び率 を0.7～0.8%

程 度 と押 えた と して も,2025年 にお け るエネ ルギー需 要量 は,1975年 の それ に比

して,例 えば,家 庭 にお け る給湯 用 が4～5倍,工 業加熱 用 が2倍 程 度 とな り,

また,旅 客輸 送 量(人 ・km)は,鉄 道,自 動車 が3～4倍,航 空機 が10倍 以 上 と

い うよ うな数 字 とな って しま う。

何 れ に して も,従 来 の トレン ドの延長 をべ一 ス と した思 考 では,ゆ きず ま りが

くる こ とは明 らかで あ り,今 後 の技術 進歩 の動 向 をふ まえた,新 ら しい価 値 観 の

も との省資源 ・省 エネ ルギー社 会 とは如何 な る構造 であ るべ きか の抜本的 な デザ イ

ンを早急 に実施 してみ るべ きで あろ う。 そ の よ うな意味 で,エ ネル ギー 問題 を資

源 全体 の問題 か ら とらえ,社 会 構造 その もの を変革 して対応 す るこ との必要性 の認

識 に立 って,資 源最 適社 会 とい う構想 を提 言 され た山本 博雅氏 の論 説(技 術 と経済

158号)は 検討 に値 す る もの であ る と思 われ る。

(も もた つね お)
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原 油 価 格 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン モ デ ル

計量経済学的な一つの試み

佐 和 隆 光

題 墨 1 臨 tll

1.は じ め に

計量経済学の手法を用いてエネルギー問題

を分析 しようとい う試みは,欧 米諸国におい

て,従 来からきわめて盛んである。他方,わ

が国においては,マ クロ経済の計量モデル分

析はたいそう流行 しているにもかかわらず,

エネルギー関連のモデル分析は,ご く少数の

例を数えるにすぎない。以下に紹介するのは,

国際石油市場における原油価格の長期的な動

向の予測をねらいに,・エネルギー総 合 工 学

研究所において開発 した計量経済モデルであ

る。

後に くわ しく説明するように,モ デルの構

造はきわめて単純明快であるが,国 際石油市

場における原油価格決定のメカニズムの大局

的な枠組みは,ひ ととお りモデルに組みこん

だ積 りである。ただ し,ひ とこと断っておか

ねばならないのは,次 の点である。私たちの

目的は,原 油価格の決定メカニズムを,経 済

モデル分析によって解き明かすことである。

したがって,技 術や政治にまつわ る諸 問題

は,こ れらをあえて 「捨象」せざるを得なか

った。こうした 「捨象」の結果,現 実の価格

経路が,モ デルの予測する経路を外れる公算

はきわめて高い。経済モデルによって予測さ

れる経路 と現実の価格経路 との問のズレを,

モデルから捨象された諸要因のはたらきに帰

することにすれば,そ うしたズレを事後的に

分析することにより,非 経済的な要因のはた

らきの大きさについて,な んらかの量的評価

を下せるはずである。現実の動向を正確に言

いあてるのは,どだい無理難題 とあきらめて,

上記のような評価機能にモデル分析の積極的

意義を求めるべきであるというのが私たちの

立場である。この点を,あ らか じめ強調 して

おきたい。

仮に経済的な側面のみに視点を限るに して

も,外 生的な諸変数の値をどう想定するかに

よって,予 測される価格経路に大きな差が生

じてくる。たとえば,今 後20年 間の原油価格

の動向をシミュレー トしようとする場合,た

とえば,(i)GNPの すう勢的な成長率を

どう見積るか,(ii)所 得弾性値や価格弾性

値などといった構造パラメータの値が将来と

も不変であると想定するか否か,(iii)省 エ

ネルギーの進展や代替エネルギー導入のスヒ.

一 ドをどう見積 もるか,(iv)OPECお よ

び非OPEC産 油国の原油生産能力をどう見

積 もるか,等 といった諸前提に,結 論は大 き

く左右されるであろう。 ところで,上 記の4

つの前提は,い ずれも不確実度のたかいもの
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ば か りで あ り,安 直 に そ の 見 通 し を述 べ るわ

け に は い か な い 。結 局 の と こ ろ,モ デ ル予測

とは,「 か くか くの前 提 の も とで は,し か じ

か の結 論 が 導 か れ る」 とい う,前 提 と結 論 の

論 理 的 な対 応 に か ん す る シナ リオ書 きの作 業

に ほ か な らな い 。 前 提 に か ん す る見解 の相 違

(た と えば 代 替 エ ネ ル ギー 導入 の 可 能 性 に つ

い ての 評 価 の ち が い)が,原 油 価 格 の 予 側 値

を どれ くらい振 れ させ る もの な の か,言 い か

えれ ば,代 替 エ ネル ギー 導入 の 速度 が 原油 価

格 の 動 向 に ど う影 響 す る と予 測 す べ きか を,

2種 類 の シナ リオ を比較 す る こ とに よ って,

あ るて い ど理 解 す る こ とが で き よ う。

2.モ デ ル の構 造

従来からある石油市場モデルは,大別 して,

シミュレーシ。ン型モデルと最適化型モデル

とにわかれる。価格の決定権をもつOPEC

が,何 らかの目的関数にてらして,最 適な価

格経路 を決定するというのが,最 適化モデル

である。通常,適 当な割引率で割引かれた将

来収益の現在価値が,目 的関数に選ばれる。

しかしながら,た んに収益 を最大にすること

だけがOPECの 目的だとは誰 も思わないだ

ろう。1973年 から74年にかけての原油価格の

大幅上昇は,世 界的なスタグフレーションを

ひきおこし,そ の結果,石 油需要は減退 し,

78年末 まで原油の名目価格はほとんど横ばい

に推移 した。こうした過去の経緯 を省 み れ

ば,73年 末におけるOPEC原 油の大幅値上

げは,中 長期的には,か ならずしも最適な戦

略ではなかったように思えてくる。 す な わ

ち,OPECは,最 適化モデルが仮定するよ

うな 「市場の構造にかんする完全情報をもつ

独 占的 価 格 決 定 者 」 とは言 い き れ な い の で は

な か ろ うか。 また 同時 に,こ の間 の 事情 は,

次 の こ とを も示 唆 す る だ ろ う。 石 油 価 格 はO

PECが 勝 手 に決 め る よ うに見 え る が,結 局

の と ころ,需 給 の均 衡 を無 視 した高 価 格 は長

続 き しな い。 別 の言 い方 をす れば,原 油 価 格

とい え ど も,市 場 価 格 の決 定 法 則 の適 用 例 外

とは言 え ず,少 な く と も長 期 的 な 価 格 の す う

勢 は需 給 均 衡 に よ っ て決 ま る と考 え るべ き で

は な か ろ うか 。 ま た今 後,OPECの 価 格 戦

略 じた い,過 去 の経 験 を生 か して,一 段 と複

雑 化 す る もの と予想 さ れ る。 こ う した 「構 造

変 化 」 を モ デ ル に反 映 さ せ る た め に は,収 益

以 外 の 多 くの要 因 を 目的 関 数 に と り入 れ る必

要 が あ ろ う。

以 上 の よ うに考 え る と,従 来 の よ うな単 純

な最 適 化 モ デ ル に よ る価 格 シ ミ ュ レー シ ョン

が,さ ほ ど有 意 味 な結 果 を もた らす とは と う

て い思 え な い。 そ こ で私 た ち は,需 要 関 数 と

供 給 関 数 の交 点 にお い て価 格 が 決 まる,需 給

均 衡 型 モデ ル に よ っ て,価 格 経 路 のす う勢 を

シ ミ ュ レー シ ・ン分 析 す る,と い うア プ ロー

チ を採 用 す る こ と に した。

モ デ ル の方 程 式 体 系 は,以 下 の とお りで あ

る。

1.lnGNP1==8.839十 〇.029t

-0 .0411nPOP/PG

2.lnGNP2・=4.722十 〇.0337t

-0 .01231nPOP/PG

3.lnDEI==一 一〇.28十 〇.51nGNP1

--O .0261nPOP/PG

4.lnDE2=・ 一・6.085十1.181nGNP2

-O .6261nPOP/PG

5.CNS=0.8十 〇.2exp[-0.014

(POP/POP(-1)-1)]
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6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

13.

14.

MS=0.6t<10

=・0.6-0.015(t-一 ・10)11≦tく20

SNO=1.015SNO(一 一1)

if1.015SNO(一 一一1)

<2500

==25000therwise

DOP=(DE1十DE2)×CNS×MS

十DCOM-SNO×0,95

0.95==refineryloss

lnSOP=3.518十2.Oln(POP/PG)

十 〇.3431nMOP

lnDDOM=-3.233十 〇.5931nMOP

lnMOP・=2.522十 〇.6561nMOP(-1)

-O .1411n[PMO(-1)/

POP(-1)]

lnPMO=0.1566十 〇.9661nPG

lnPG==4.197十 〇.060t十 〇.121nPOP

DOP=SOP--DDOM

なお,各 変 数 の意 味 は,以 下 の とお り。

CNS=1マ イナ ス省 エ ネ ル ギー 率

DCOM=OPEC域 内 の原 油 需 要

DEI==OECDの エ ネ ル ギー 需 要

DE2・=非OECD諸 国(主 と してLDC)の

エ ネ ル ギー 需 要

DOP==対OPECの 原 油 需 要

GNP1・=OECDのGNP

GNP2=非OECD諸 国(主 と してLDC)

のGNP

MOP=OPECの 輸 入

MS・=一 次 エ ネル ギー 需 要 に 占 め る 石 油 の

割 合

PG=OECDの 輸 出 品 物 価 指数

PMO=OPECの 輸 入 晶 の価 格 指 数

POPこOPECの 原 油 価 格

SNO=非OPEC産 油 国 の産 油 量

SOP=OPECの 産 油 量

t=西 暦 年 次一1980

OPECの 工業
製品輸入

図1フ ロ ー ・チ ャー ト

図1の フ ロー チ ャー トを参 考 に しな が ら,

上 記 の モ デ ル の基 本 的枠 組 に つ い て,簡 単 に

説 明 して お こ う。 な お,以 下 の説 明 文 中 の括

孤 内 の数 字 は モ デ ル の方 程 式 番 号 で あ る。

原油 価 格(POP)は 輸 入 国(OECDと

非OECD・LDCに 分割)と 輸 出 国(OP

EC)間 の ゲ ー ム的 な か け ひ き の 結 果 と し

て,市 場 均 衡 的 に決 定 さ れ る もの と想 定 す る 。

す な わ ち,実 質OPEC価 格(POP/PG)

の上 昇 は,輸 入 国 のGNP成 長 を抑 制 す る効

果 を もち 〔1,2〕,ひ い ては そ れが 一 次 エ ネ

ル ギー 需 要(DE1とDE2)を 減 退 させ る

〔3,4〕 。 た だ し,GNPとDEに 付 され た

番 号1はOECD,番 号2は 非OPECのL

DCを 指 し示 す。 また原 油 価 格 の高 騰 は,輸

入 国 の節 約 努 力(CNS)を 加 速 〔5〕 す る

で あ ろ う し,ま た長 期 的 に は代 替 エ ネ ル ギー

へ の転 換 を促 進 し,一 次 エ ネ ル ギー 需 要 に 占

め る石油 の 比 率(MS)を 徐 々 に低 下 さ せ る

〔6〕 こ とに もな ろ う。非OPEC産 油 国 の
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産 油 量(SNO)も,あ る程 度 まで価 格 に弾

力的 に反 応 す る と考 え られ るが,こ こ で は年

率1.5%で 成 長 し,2500万b/dの 上 限 に到 達

した後 は横 ば い 〔7〕 と想 定 す る。 さ て,以

上 の よ うな想 定 の も とに,輸 入 国側 のOPE

C原 油 に対 す る総 需 要(DOP)が 決 ま って

くる 〔8〕 が,そ の際,OPECか ら の原 油

(POP)の 高 騰 は先 進 工 業 国(OPECが

工 業 製 品 を輸 入 す る うえ で の相 手 国)の 物 価

水 準(PG)を 押 し上 げ る 〔13〕 で あ ろ う。

そ れ に ス ラ イ ドして,OPECに と って の輸

入 価 格(PMO)が 上 昇 〔12〕 す る。POP

とPMOの 相 対 的 な 関係 が,OPEC諸 国 の

welfareを 考 え る うえ で の重 要 な 要 因 とな っ

て こよ う。 通 常 の経 済 学 では,welfareの ひ

とつ の 指標 と して,消 費 の 多 寡 が 用 い られ る。

OPEC諸 国 の場 合,消 費 の大 半 は 輸 入(M

OP)に 依 存 して い る と考 え ら れ る か ら,相

対 価 格(PMO/POP)の 変化 が輸 入(す な

わ ちOPEC諸 国 のwelfare)に 影 響 〔11〕

し,輸 入 の増 加 が 供 給 曲線 〔9〕 を上 方 に シ

フ トさせ,実 質 価 格 の上 昇 に連 な る とい うメ

カ ニ ズ ム を と りこん だ(図2参 照)。 ま た輸 入

の増 加 は,OPEC域 内 の原 油 需 要(DDO

M)の 増 加 に も連 な る 。OPEC諸 国 のGN

P統 計 の 入 手 が 困 難 な た め,輸 入(MOP)

を域 内 総 有 効 需 要(消 費+投 資+政 府 支 出)

の代 理 変 数 と して 用 い ざ る を得 な か っ た こ と

を,言 い 訳 と して付 け 加 えて お き たい 。

OPECの 産 油 量(SOP)を 決 め る の は,

内 需 の代 理 変 数 と して の輸 入(MOP)と 原

油 の実 質 価 格(POP/PG)で あ る 〔9〕。

こ の よ うに 単 純 な 供 給 関 数 を想 定 す る こ とに

対 しては,数 々の 異 議 が あ ろ うけ れ ど も(た

と えば,供 給 関 数 の 価 格 の 係 数 は マ イナ ス で

実質価格

シフ トした供給曲線

供給山線

需要曲線

取引量

図20PEC諸 国 の 輸入 増 に よ る

供 給 曲 線 の シ フ ト

は な い か とい う指 摘 もあ る),当 面 は,非 現 実

性 を承 知 の 上 で,市 場 均 衡 〔14〕 に よ る価 格

決 定 とい う立 場 に 固 執 して 分 析 を試 み る こ と

に した い 。

3.デ ー タ と推 定 法

各方程式は対数線型式として定式化する。

係数の最小2乗 推定には,1970年 から78年に

かけての年次データが用いられた。係数推定

値の符号や大きさは,ほ ぼ納得的であると言

ってさしつかえなかろう。なお,原 油価格 と

しては標準原油(ア ラビアン ・ライ ト)の 公

示価格を用いた。

4.シ ミ ュ レー シ ョン の設 計

す で に述 べ た とお り,シ ミ ュ レー シ 。ン の

目的 は,い くつ か の 璽数 値 入 りシ ナ リオ"を

書 くこ とで あ る 。推 定 さ れ た式 の構 造 的 な パ

ラメー タ(エ ネル ギー需 要 の 所得 弾 性 値 な ど)

は,と りあ え ず不 変 で あ る と仮 定 す る 。 シ ナ

リオ の筋 書 き を構 成 す る要 因 と して,次 の よ

うな もの を と りあ げ る 。①GNPの トレン ド

的 成 長 率(式 〔1,2〕 に お け るtの 係 数)。

② 共 産 圏 の原 油 純 輸 入 量(DCOM)。 ③ 節 約
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率(CNS)の 価格変動に対する反応のしか

た 〔5〕。④ 一 次 エ ネル ギー 需 要 に 占め る石 油

の割合の減 り具合 〔6〕。⑤非OPEC産 油量

の延び具合 〔7〕。⑥OPECの 産油 量 の上

限 。

以上の6要 因についての様々な想定のもと

に,今 後20年 間(2000年 ま で)の 原 油 価 格 の

た ど る経 路 を シ ミ ュ レー トして み る。

5.シ ミ ュ レー シ ョンの 結 果 に つ い て

りである。対応 して決 まる価格経路は図3と

図4に 与 え ら れ て い る 。

少 な くと も1990年 まで に 関 す る限 り,専 門

家の判断 と最もよ く整合するのはケースBま

た は ケ ー スJで あ る。 ケー スBの 場 合,1990

年以降,原 油の実質価格の上昇率が逓減 して

くるの は,90年 以 降,か な り順 調 に代 替 エ ネ

ルギーが導入 される(石 油依存率が60%か ら

45%ま で低下する)と い う楽観的想定による

と ころ が大 きい 。

ケ ー スH,1,Jに お い て は,代 替 エ ネル

あ わ せ て10通 りの ケ ー ス に つ い て,シ ミュ

レー シ 。ンの結 果 が紹 介 さ れ て い る。 各 ケ ー

ス の ス ペ シ フ ィケ ー シ ョンは 表1に 見 る とお

ギーが80年 以降,漸 次導入される(石 油依存

率が60%か ら40%ま で毎年1%ず つ低下す

る)と 想 定 さ れ てい る。90年 ま では 代 替 エ ネ

表1各 ケ ー ス の 与 件

ケー ス

A

B

C

D

E

F

G

H

1

J

先進諸国の

GNP成 長

率(%年 率)

非OPEC
発展途上国
のGNP成

長率(
%年 率)

2,9%

同 上

同 上

0%

3.4%

同 上

同 上

0%

エネルギー

節 約 率

(CNS)

2%

同 上

2.9%

同 上

CNS=0.8十 〇.2

exp(-0.014

×π),π=POP/

POP(-1)

CNS=0.75

十 〇.25exp

(-0.016× π)

同 上

同 上

2.5% 同 上

同 上 同 上

3.4% 同 上

同 上 同 上

4.0%

3.5%

4.0% 同 上

同 上 同 上

C
の
の
と
限

㎝縷
非
産
産
年
上

一
る
合

岬
め
割
)

謡

の
鵬

籔

油
(

一
需

石

90年 まで60%=

91年 以降0.5%

ず つ毎 年 漸 減

90年 まで60%
91年 以降 毎 年
1.5%ず つ漸減

同 上

同 上

同 上

85年 ま で60%
86年 以降 毎 年
1.5%ず つ漸減

同 上

80年 以降

毎 年1%ず つ
漸減

同 上

1.5%

2,500万b/d

1.5%

2,500万b/d

%

。。

2

1.5%

2,500万b/d

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上 同 上

OPEC

産 油 量 の

上 限

3,800万b/d

3,500万b/d

3,800万b/d

3,000万b/d

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

共産圏

の石油

純輸入

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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図3原 油 価 格(実 質)の シ ミ ュ レー

シ ョン(ケ ー スA～E)
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図4原 油 価 格(実 質)の シ ミ ュ レー

シ ョ ン(ケ ー スF～J)

ル ギ ー の 導入 は 望 め な い と した場 合(ケ ー ス

A～E)と 異 な り,価 格 は ほ ぼ 定 率 で 上 昇 す

る。 ケ ー スH,1,Jに お け る価格 経 路 の差

異 は,輸 入 国 の経 済成 長 率 の 想 定 の 違 い に よ

る もの で あ る 。低 成 長(ケ ー スH)の 場 合 に

は,実 質価 格 は ほ とん ど横 ば い で あ るの に対

し,高 成 長 を想定 す る と(ケ ー ス1),実 質価

格 は 年 率6.7%で 上昇 す る。 な お,中 間 的 ケ

ー ス(ケ ー スJ)に つ い て は
,実 質価 格 上 昇

の 年 率 は 平均3.3%で あ る 。

OPECの 生産 能 力 の 上 限 に つ い て は,

3,800万b/d,3,500万b/d,3,000万b/dの 三

通 りを考 え る。 非OPEC産 油 国 の 供 給 能 力

の増 加 率 につ い て も,年 率1.5%で 上 限2,500

万b/dの ケ ー ス と2%で 上 限 な しの ケー ス を

考 え る。 産 油 能 力 に か ん して 最 も楽 観 的 な ケ

ー ス(ケ ー スC)に お い ては ,実 質 価 格 は ほ

ぼ 横 ば い であ る。 他 方,ケ ー スD～Jに お い

ては,供 給 能 力 に か ん して非 観 的 想 定 が な さ

れ てい る。 と くに ケー スEの よ うに,90年 ま

では 石 油 依 存 率 が 不 変 で あ る と想 定 す る と,

90年 には 実 質 価 格 が75ド ル に ま で上 昇 す る。

しか し,90年 以 降,代 替 エ ネ ル ギー 導 入 が 開

始 され る こ とに加 え て,高 価 格 が 経 済 成 長 率

を低 下 させ 節 約 率 を高 め る結 果,90年 代 の中

ば 頃 には,実 質 価 格 が 低 落 し始 め る。

以 上 要 す るに,こ の モデ ル を前 提 とす るか

ぎ り,輸 入 国 側 の政 策 的 努 力(節 約 お よび 代

替 エ ネ ル ギー 導 入)が,今 後 の価 格 経 路 のあ

り方 に 及 ぼ す 影 響 は 甚 大 で あ る 。 さ ら に,O

PECあ る いは 非OPEC産 油 国 の生 産 能 力

上 限 を ど う見 るか も,価 格 予 測 にお け る重 要

な 決 め 手 とな る こ とが わ か る。 また,輸 入 国

側 の成 長 率 のい か ん に よ っ て も,価 格 経 路 に

大 きな 変 化 が 生 ず る と予想 さ れ る 。

6.む す び

こ の小 論 の 冒 頭 に 一 般 論 と して述 べ た よ う

に,わ れ わ れ の モ デル 分 析 にお い て も,切 り

落 とされ た要 因(モ デ ル に 明 示 的 に と りこ ま

な か っ た要 因)が い くつ か あ る。 た と えば,

石 油 依 存 率 が 石 油 価 格 と無 関 係 に一 定 の割 合

で 低 下 して い くとい うの は,現 実 的 とは い え

な い で あ ろ う し,ま た,い わ ゆ るbackstOP

technologyと い う考 え方 と も相 容 れ な い で
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あ ろ う。 「今 後,石 油 はnobleuseに 特 化 し

てい くであ ろ う」 こ と を前提 す れ ば,「 実 質

価 格 の 低 下 の 可 能 性 を示 唆 す るモ デ ル は 非 現

実 的 で あ る」 とい う専 門 家 の 指 摘 に も一 理 は

あ る。 石 油 の用 途 の変 化 とい う こ とが モデ ル

に と りこ ま れ てい な い 以 上,こ う した批 判 に

対 す る反 論 の余 地 は な い 。 そ の ほか,政 治 的

要 因 や 軍 事 的 要 因 は,完 全 に モ デ ルか ら捨 象

さ れ てい る。

しか しなが ら,だ か ら と い っ て,わ れわ れ

が行 った シ ミュ レー シ ョン が,ま った く無 意

味 な わ け で は な い 。「市 場 均 衡 に よ っ て 価 格

が決 定 さ れ る」 とい う純 粋 に経 済 学 的 な立 場

か ら構 成 さ れ た モ デ ル は,ひ とつ の リフ ァ レ

ンス を提 供 して くれ る 。現 実 の価 格 経 路 は,

ほ とん ど確 実 に,こ う した リフ ァ レン ス経 路

か ら乖 離 す る こ とで あ ろ う。 そ う し た 乖 離

が,何 故 に生 じた のか を分 析 して み る こ と に

よ り,は じめ て,OPECの 価 格 政 策 の何 た

るか につ い て の認 識 が深 ま り,ま た,偶 発 的

な政 治 的 事件 が石 油 価 格 に及 ぼ す影 響 を数 量

的 に読 み と る こ とが 可 能 とな るで あ ろ う。結

局,わ れ わ れ の行 った モ デ ル分 析 の 目的 は,

石油 価 格 の将 来 動 向 を言 い 当 て る こ とで は な

く,純 粋 に経 済的 に考 えて み れ ば,こ うい う

経 路 が 予 想 され るで あ ろ う,と い う リフ ァ レ

ンス ・シナ リオ を提供 す る こ とで あ った 。 こ

の限 りに お い て,わ れ わ れ の モ デ ル 分析 は,

か な りの成 功 を収 め た と言 って さ しつ か え な

か ろ う。

(さ わ たか みつ 京 都 大 学 経 済 研 究 所 教 授)
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ll

研 究 開 発 の リ ス ク 分 析

近 藤 駿 介

、

1.遠 くは よ り遠 くに,近 くは よ り近 くに

技 術 予側 にお い ては,長 期 的 な ものに つ い

て は悲 観 的 に,中 期 的 な もの につ い ては,楽

観 的 に な る こ とが 知 ら れ てい る 。Buschman

は こ の こ とを 図1のC曲 線 で表 わ した。 こ の

図 に よ れ ば,50年 も先 の 話 は か な り悲 観 的 で,

とて もで き そ うに な い と思 うが,15年 とか,

20年 程 度 先 の こ とに つ い て は,予 側 が か な り

安定 して,か つ楽 観 的 で あ る こ とが示 さ れ て

い る。 よ り近 い時 期 に お け る楽 観 的 な 態 度

は,予 測 に お い て,そ の もの が もつ社 会 的 な

イ ンパ ク トや条 件 整 備 の 困難 を,予 測 者 が見

40

30

_20

婁1。 悲観的予測

芸 。

畿 一、。

馨講一20

悲観的に
一30

な り易 い 楽 観的にな り
一400寺}り」 易

い時期

一50

-60
-60-50 -40-30-20-100102030

予測 を行 う年(実 現時基準)

図1Buschmanの 示 し た 技 術

予 測 の 悲 観 相 と楽 観 相

落 しが ち で あ る とい う こ との表 わ れ で あ ろ う

し,先 の長 い話 は,自 分 の 目の黒 い うち は無

理 とい うこ とで,悲 観 的 な方 に 押 しや って し

ま う性 向 の表 わ れ か な と思 わ れ,興 味 深 い 曲

線 で あ る 。

と ころ で,こ の よ うは 実 現 の 予測 され た 技

術 を,着 実 に実 現 させ て い くの が 研 究 開 発 で

あ る。 研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク トの 実施 に あ た っ

ては,い ま述 べ た ス ケ ジ ュー ル に 始 ま り,費

用,利 益,資 源,そ して開 発 目標 そ の もの に

到 る ま で,全 て に予 測 通 り行 くとは 限 らな い

こ と を覚 悟 しな け れ ば な らな い 。 こ の可 能 性

を イ ンパ ク トと して見 る と き,リ ス ク と呼 ぶ

こ とが 多 い 。 こ の リス クは,普 通 関 係 者 が そ

の存 在 を納 得 してい れば よい 性 格 の もの で あ

る が,大 規 模 研 究 開 発,特 に エ ネ ル ギー 研 究

開 発 の プ ロ ジ ェク トの場 合 に は,次 の よ うな

観 点 か ら,あ る程 度 体 系的 に こ れ を解 析 して

い くこ とが必 要 に な って き て い る と判断 さ れ

る 。

i.プ ロジ ェ ク トの 内容 が複 雑 で,個 人 で

リス クを判 断 す る の が困 難 で あ る。

ii.プ ロジ ェ ク トに 多 くの 異 な る専 門 分野

が 関 与 して い るの で,個 人 で は カ ー バ し

切 れ な い 。

iii.プ ロ ジ ェ ク トが 巨大 で,そ の 失 敗 の イ
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ン パ ク トが 大 ぎ い,特 に エ ネ ル ギー供 給

力 の形 成 に 寄 与 す べ き成 果 が 期 待 され て

い る場 合,そ の失敗 は 供 給 力 不 足 を生 ぜ

しめ る の で,あ らか じめ その リス クを知

って お く必 要 が あ る。

と ころ で,こ の プ ロ ジ ェ ク トの リス ク を解

析 す る作 業 は,も し行 なわ れ て い る とす れば,

原 子 炉 事故 の リス ク解 析 と異 な り,主 観的 な

デ ー タに基 づ くと ころ が大 きい の で,恐 ら く

他 人 と意 見 交 換 を行 うの に,苦 労 す るで あ ろ

う。以 下 に は,そ ん な 点 に興 味 を覚 えた筆 者

が,こ の方 面 の方 法 を レヴ ュー した もの で あ

る。何 分 浅 学 故 に独 断 に陥 って い る恐 れ な し

と しな い が,関 心 の あ る方 の お役 に立 て ば幸

い で あ る 。

2.PERTか らGERTへ

2.1は じめに

研究開発プロジェク トの成功 を,計 画の目

標が予定の期間内に予定の費用で達成される

ことと定義する。これが達成される可能性に

ついて検討する方法論には,計 画総体につい

て学識経験者の意見を求める(デ ルファイ法

に代表される)も のと,研 究開発プロジェク

トのモデルに基づ くものとがある。モデル化

に際 しては,プ ロジェクトの計画や運営の内

容を,専 門家が予見能力を発揮できる限定さ

れた内容にまで分割することが多い。この場

合,モ デル化を進めるにあたって分割 された

作業の前後関係に重点をおき,個 々の作業の

達成についての動力学は第二護的 と考えるア

プローチと,個 々の作業が他の作業 と相互作

用を持ちつつ達成されてい く動力学に重点を

置 くものとがある。前者がPERTな どアク

テ ィビテ ィネ ッ トワー ク を利 用 す る方 法 で あ

り,後 者 が 「成 長 の限 界 」 で有 名 に な った フ

ォ レス ター に よ る シス テ ム ・ダ イナ ミッ クス

な ど を利 用 す る もの で あ る 。後 者 の ア プ ロー

チ は,小 玉 陽 一 氏 等 に よ って試 み ら れ て い る

が,筆 者 は,研 究 開 発 の作 業 分 割 構 造 を構 成

す る作 業 要 素 に対 応 す る レベ ル変 数 に うまい

ものが 見 出 せ な い よ うな気 が して,勉 強 して

い な い の で,今 回 は前 者 の ア プ ロー チに 属 す

る もの を述 べ る。

前 者 の ア プ ロー チに も,PERTに 代 表 さ

れ る ア ク テ ィビ テ ィネ ッ トワー ク,ネ ッ トワ

ー ク よ りは デ シ ジ ョン ツ リー か ら出 発 し
,ネ

ッ トワー ク特 性 を加 味 したSCERT1),P

ERTの 制 約 を打 破 る努 力 の結 果 と して 得 ら

れ たGERTな ど様 々の もの が あ る。 著 者 は

原 子 力 に お け る安 全 解 析 の 経 験 か ら,こ の リ

ス ク解 析 が 大 規 模 問 題 を対 象 と し,各 分野 に

お い て専 門 家 と して優 れ た 人 々 との コ ミュ ニ

ケー シ 。ン を確 保 しつ つ 実施 して始 め て成 果

が あ が る性 格 を有 す るの で,で き るだ け一 般

性 の あ る方 法 論 の 方 が成 果 を得 や す い と考 え

て い るの で,GERTの 方 向 を採 る もの で あ

るが,プ ロジ ェク ト運 営 の実 務 家 に と って は,

リス クの 観 点 の み に 集 中 で き るSCERTな

どの方 が実 際 的 な の か も しれ な い 。

2.2PERTはR&Dリ ス ク分析に有効か

PERTと い うの はProgramEvaluation

andReviewTechniqueの こ と で,巨 大 な

プ ロジ ェ ク トの管 理 運 営 技 法 と して米 海 軍 に

よ り50年 代 に開 発 さ れ,以 来 数 多 くの分野 で

(注)1)SCERT:SynergisticContingency

EvaluationandResponseTechni-

que
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,

利 用 され て い る もの で,日 本 で も建 設 業 界 を

始 め 多 くの 実務 分野 で 日常的 に使 用 され て い

る と聞 く。 従 って,今 更 これ を紹 介 す る必要

は な い の で あ ろ うが,GERTへ の導 入 部 と

して極 く簡 単 に要 点 を述 べ て み る 。

1)7ロ ーダイアグラム

プ ロジ ェ ク トに は い くつ か の 作 業 の 開 始

(終 了)と い う イベ ン トが あ る。 これ に適 当

に番 号 をつ け 図 上 に配 置 し,そ の 前後 関係 を

矢印 で結 ん だ もの をア ロー ダ イア グ ラム とい

う。例 え ば,図2が そ の一 例 で あ る 。 とこ ろ

で,イ ベ ン トと イベ ン トの間 に前 後 関 係 が あ

る の は,そ の問 に作 業 や 情 報 の受 け渡 しが あ

る か らで あ る 。 そ こ で,そ れ ぞ れ の矢 印 が作

業 を表 わ す とき は,こ れ を ア ク テ ィビ テ ィと

呼 ぶ 。 こ の図 では,そ れ らがA,B,C… …

と名 付 け ら れ て い る 。 こ の図 で示 さ れ てい る

最 も大 切 な 関 係 は,ア ク テ ィビ テ ィ,イ ベ ン

ト間 のつ ぎ の よ うな順 序 関 係 であ る。

(i)図 中1で 示 さ れ てい る 表 現 は,「 イ

ベ ン ト① の 実 現後 ア ク テ ィビ テ ィAとB

が 同 時 に開 始 す る」 こ と を示 す 。

(ii)図 中IIで 示 され て い る 表 現 は,「c

とDはAの 完 了 とい うイベ ン ト② が 実 現

後 始 め て開 始 され 得 る」 こ と を示 す 。

(iii)図 中 皿の部 分 は,「EはBとcと が

完 了 す る とい う イベ ン ト③ が実 現 して始

1 1[1

A・B・C.D.E .F.G.H.i,J=ア クテ ィ ビテ ィ

○:イ ベ ン ト=ア ク テ ィ ビ テ ィの 交 差 点
「D:始 点

,⑧:終 点

図2ア ロ ー ダ イ ア グ ラ ム の 例

(1)(3)(6)

/2)'t由FH⑭(・)

(3)(7)(3)

/)内 の数字は各アクティビティの所要時問(日)を示す.

㌧vlから⑧までの所蜘1む問

X=/X=一:;
のとき のとき

く1)BEG1010
(2)ACI・:G1515
(3)ADFHG1921
(4)ADFI,」20ib

図3所 要 時 問 と ク リテ ィカ ル パ ス

め て開 始 され る」 こ とを示 す 。

言 い 換 えれ ば,こ の ア ロー ダ イア グ ラムは

⑧ をプ ロ ジ ェ ク ト完 了 とい う イベ ン トとす る

と,⑧ が 実 現 す る には,上 の(i),(ii),

(iii)の よ うな ル ー ル を満 足 しつ つ,各 ア ク

テ ィビ テ ィが 達 成 され る こ とが 必 要 十 分 であ

る こ と を述 べ て い る もの と言 え る。

2)所 要時 間と所要費 用の関係

と ころ で,各 ア ク テ ィビ テ ィの達 成 に は 時

間 が か か る 。 そ こで,今 そ れ を上 の ア ロー ダ

イア グ ラム に 書入 れ て み る。 そ うす る と図3

が得 られ る が,こ れ か ら直 ち に,

(i)イ ベ ン ト② が実 現 す る に は,ア クテ

ィビテ ィの所 要 時間2(日)が か か る。

(ii)イ ベ ン ト③ が実 現 す る に は,1日 を

要 す る ア ク テ ィビテ ィBが 完 了 し,イ ベ

ン ト② の実 現 後 な さ れ るCが 完 了 す る必

要 が あ る が,後 者 の方 が① よ り6日 間 を

要 す る の で,"ACが 最 長作 業 経 路 で6

日を要 す る"と 言 え る 。

(iii)⑧ を実 現 す る の に要 す る時 間 は,図

中 に示 す よ うにHの 所 要 時 間Xが1日 の

と き,ADFIJが 最 長 作 業 経 路 で20日

を要 し,Xが3日 の と きは,ADFHG

が 最 長 作 業 経 路 で21日 を要 す る。

こ とな どが わ か る。 こ こ で上 の⑧ を実 現 す る

の に 要 す る時 間 を決 め てい る作 業 経 路 を,ク
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リテ ィカ ル パ ス と呼 ぶ こ とは よ く知 られ て い

る 。

つ ぎ に,こ の プ ロジ ェ ク トの達 成 時 間 を減

少 させ る こ とを考 え る時 には,各 作 業 につ い

て,費 用 勾 配 と呼 ば れ る次 の量 を用 意 してや

れ ば よい 。

ai=・所 要 時 問 の単 位 減 少 に伴 う

費 用 の増 加 分

そ うす れば,ク リテ ィカ ルパ ス を構 成 す る作

業 の うち で,費 用 勾 配 が 小 さい もの の作 業 時

間 を減 少 させ てい くこ とに よ り,適 切 な作 業

日数 短 縮 が は か られ る こ とにな る。 こ の よ う

な 技 法 をCPM-PERT(PERTを 利 用

したCriticalPathMethod)と い う。

3)所 要時間は不確かな量である

と こ ろ で,こ れ まで各 作 業 の 所 要 時 間 に 唯

一 つ の値 を与 え て き たが
,実 際 には これ は 不

確 か な 量 で あ り,従 って,総 所 要 時 間 も確 定

的 でな い こ とが 多 い 。 こ の こ と を反 映 させ る

た め に,PERTで は 各 ア ク テ ィビ テ ィの 所

要 時 間 を入 力 す る際 に,も っ と も ら しい 値 に

加 え て,悲 観 的 な 値 と楽 観 的 な 値 を与 え る よ

うに して い る。 そ うす る と,総 所 要 時 間 が 図

確

か

ら

し

さ

もし目標 日数が21日 以内 とすれば

目標 を達成する確率は78%で ある。

182022

所 要 日 数(日)

図4各 作 業 所 要 日数 の不 確 定 性 を

考 慮 した とき の総 所 要 日数 の

出 力(PERT)

4の よ うに分 布 を も っ て 出力 され る の で あ

る。 そ うす る と,計 画 運 営 に お い て この 図 を

も と に所 要 日数 を21日 とす る場 合,こ れ を達

成 で きな い 可 能 性 が20%程 度 存 す る こ と を覚

悟 す る こ と にな る。 す な わ ち,PERTに よ

って,個 々の作 業 に つ い て の不 確 さの リス ク

へ の 寄 与 を計 算 で き るの で あ る。

4)研 究開発から見たPERT

あ る研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク トの解 析 にPERT

を利 用 す る こ とに し よ う。 この た め に必 要 な

作 業 は,

(i)開 発 目標 に対 して そ の達 成 に必 要 な

計 画 を作 製 す る 。

(ii)計 画 をい くつ か の作 業 分 野 に 分 割

し,い わ ゆ る 作 業 分 割 構 造(Work

BreakdownStructure:WBS)を 作 製

す る。 つ い で,WBSの 各 分野 を作 業 群

に分 割 す る 。

(iii)各 作 業 群 をア クテ ィ ビテ ィ と し,そ

れ らの終 了 や 開始 点 を イベ ン トと して選

択 す る 。

(iv)PERTの ネ ッ トワー ク を作 製 す る。

(v)こ の ネ ッ トワー クを解 析 し,プ ロジ

ェ ク トに対 して必 要 な決 定 を行 う。

とな る カ㍉ こ の ネ ッ トワー クを作 製 で き る た

め には,

(1)プ ロ ジ ェ ク トを客 観 的 に見 て も明 らか

な ま と ま りを有 す る作 業 群 に分 割 で き る

こと。

(2)分 割 して得られた作業要素は,開 始 さ

れると他の作業 と独立に実施され終了す

る こ と。

(3)各 作 業 は,必 ず実施 され て 成 功裏 に 完

了す る もの であ り

れ る こ とは な い 。

同一作業が二度行わ
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(・)①=塑 一② 』 三L◎
実現確率

P3=1

所要 時 間

T3ニTA十TB

(b) P3=PA・PBT3=TA十TB

＼

(c)

(d)

(e)

P3=:PA∩PB

P3=PAUPB

B(PB・TB)① ・
・一号A辛

図5GERTに おける記号と演算

とい う前 提 を必 要 とす る 。 こ の よ う な 前 提

は,建 設 ・製 造 とい った 分野 で は あ ま り問題

な く成 立 す るが,研 究 開 発 の 分野 で は特 に,

(iii)の 前 提 は成 立 しな い こ とが 多 い,つ ま

り,研 究 開 発 で は個 々の作 業 は成 功 す る とは

限 ら ず,従 っ て,装 置 を製作 後 試 験 を して み

て,不 具 合 で あ れ ば 改 良 す るべ くも う一度 や

り直 す とか,1つ の作 業 目的 に対 して2つ の

作 業 を並 行 に実 施 してお い て,早 く成 功 した

方 を採 用 して い く とい うのが 普 通 で あ る,こ

の 点 よ りす れば,PERTで 研 究 開 発 計 画 を

モ デ ル化 す る に は,強 い限 界 の あ る こ とが理

解 さ れ よ う。

2.3GERTSと は

PERTの こ の よ うな限 界 に は 多 くの人 々

が 挑 戦 した 。 そ の狙 い は,PERTの もつ現

実 を構 造 的 に 表現 で き る ア クテ ィビテ ィネ ッ

T3=Max(TA,TB)

(T2=T2'=0と 仮 定 し て)

(継嬰 激 定してア

確 率PA,PB,P5で

T3;TA十TB十nTc

トワー ク とい う特 質 を保 存 しつ つ,そ の ア ク

テ ィビ テ ィ交 差 点 にお け る決 定 論 の枠 組 を解

体 してデ シ ジ ョン ツ リー の もつet1つ の状 態

か ら2つ 以 上 の状 態 へ の推 移"す る機 能 を組

み込 み,更 に フ ィー ドバ ック(通 っ て き た と

こ ろ に戻 る こ と)を 考 慮 で き る よ うにす る こ

とで あ る 。 そ して,そ れ らの 中 で はPritska

の提 出 したGERTモ デ ル が,汎 用 の プ ログ

ラム を売 出 した こ と もあ って,よ く知 られ る

よ うに な って き て い る 。

GERTと はGraphicalEvaluationand

ReviewTechniqueの こ とで,そ の モ デ ル

の特 徴 は,例 え ば 次 の3点 で あ ろ う。

(i)あ る イベ ン トが 実 現 した段 階 で い く

つ か の ア クテ ィビ テ ィが確 率的 に 開始 さ

れ て よい 。 具 体 的 に は 図5(b)の よ う

な 記 号 を用 い る こ とに よ り,イ ベ ン ト①
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ガ/"病
ろ

図6試 作の簡単なGERTモ デル

ニ ー ズ設定

Dマ○響

図7

放棄

1,98

Rノ
問題設定や りなおし100

0.4

20

研 究 開 発 のGERTモ デ ル の例

よ りAが 確 率PAで,イ ベ ン ト② よ りB

が確 率PBで 開 始 され る こ と を示 す もの

とす る 。

(ii)イ ベ ン トの 実 現 に 全 て の入 力 ア ク テ

ィビテ ィの 完 了 を必 ず しも 必 要 と し な

い 。 具 体 的 に は,同 図(c)に あ るPE

RTの 論 理 が,イ ベ ン ト③ の 実 現 確 率 が

ア ク テ ィビ テ ィAとBが 共 に 完 了 す る確

率PA∩PB(論 理 積)と な る の に対 して,

(d)に あ る よ うな 記 号 の 場 合 に は,ど

ち らか 一 方 の ア ク テ ィビ テ ィの 完 了 に よ

り イベ ン ト③ が実 現 す る こ と を 許 す も

の で,こ の場 合 イベ ン ト③ の実 現 確 率 は

PAUPB(論 理 和)と な る 。

(iii)フ ィー ドバ ッ クを許 す 。 つ ま り,同

図(e)の よ うな結 合 も許 す こ とにす る

わ け で あ る。 こ の場 合,ル ー プ を め ぐる

回数nに よ って イベ ン ト③ の実 現 に要 す

る時 間 は 変 化 す る。

こ れ ら の記 号 を用 い れば,日 常 の多 くの局

面 の表 現 が可 能 に な る 。例 えば,図6は 設 計

陶

製 作 の プ ロ セ ス の極 く簡 単 なGERTモ デ ル

で あ る が,PERTで あ れば,設 計 一 試作 と

な っ て しま う とこ ろ を,起 り得 る事 象 をカ バ

ー して,我 々 が用 心 す べ き とこ ろ を明 ら さ ま

に モ デ ル化 で き て い る こ とが 了解 され よ う。

とこ ろ で,こ こ に述 べ た演 算 は,す で に解

析 的 で な い もの もあ り,更 に,フ ィー ドバ ッ

ク も実 際 に は二 三 回 が せ いぜ い で,無 限 回 を

前 提 に した解 析 解 は不 具 合 で あ る こ と,等 を

考 え る と,こ の ネ ッ トワー クを解 析 す るの で

は な く,こ の ネ ッ トワー クを も とに シ ミュ レ

ー シ 。ン を実施 す る こ とに よ り,各 イ ベ ン ト

の 実 現確 率 や実 現 に要 す る時 間 を求 め てい く

方 が 実際 的 で あ る こ とが わ か る 。 そ して,そ

の よ うに割 切 って み る と,あ る イベ ン トが 実

現 した ら,ネ ッ トワー クの一 部 を変 更 して し

ま う よ うな一 見 粗 々 しい こ と も容 易 に実 現 で

き るわ け で,よ り実 際 的 な シ ミ ュ レー シ 。ン

道 具 と して 発展 して い く こ とに な る。 こ れが

GERTS(GERT-Simulation)で あ るが,

これ 以 上 の 宣 伝 は不 要 で あ ろ う。
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ルー プRよ りの変 与

300350400450

所要日数(日)

図8イ ベ ン トEの 達 成 所 要 日数

の 累 積 ヒ ス トグ ラ ム

500

3.GERTに よ る研 究 開 発 の シ ミ ュ レー シ

ョン

そ れ で は本 題 の研 究 開 発 の リス クにつ い て

考 え て み よ う。 まず問 題 を発 見 す る た め に,

図7の よ うな研 究 開 発 過 程 の簡 単 な モ デ ル を

考 え て み よ う。

こ の 図 は,研 究 開 発 に あ た っ て,ニ ー ズ の

設 定,問 題 の 設定 が あ り,こ の段 階 で,解 の

発 見 を放 棄 す る こ とが10%あ る と し,発 見 さ

れ た解 は評 価 さ れ る 。評 価 結 果 が 満 足 で き る

もの で あ る場 合 は,3回 に1回 位 で あ り,4

割 は一 部 手 直 しで う ま く行 くか も しれ ない と

判 定 さ れ,残 りの30%の 場 合 は や り直 し とい

う こ とで,再 び解 を発 見 した り(や り直 しの

60%),問 題 を再 吟味 す る(や り直 しの40%)

こ とに な る。 一 部 手 直 しの方 は30日 で うま く

い くの は半 分 で あ り,残 りは 再 び 手 直 しとす

る 。

こ の モ デ ル に従 っ て 目標 達 成 所 要 日数 の ヒ

ス トグ ラム を描 い て み る と,図8が 得 られ る。

こ の場 合,一 部 修 正 の部 分 が 重 要 な寄 与 を な

してお り,別 の ア イデ ア に よ り目標 が 実 現 さ

れ る こ とに な る のは410日 以 降 で あ る 。従 っ

て,解 の発 見 の部 分 が 大 部 分 の費 用 を要 す る

とす れ ば,事 実 上R/Dを 放 棄 す るの が10%,

300～400日 で完 了す る のが63%,か な り大 巾

な コス トオー バ ー ラ ン と400日 以 上 の 日数 を

要 す るの が20%以 上 とい うこ とに な る。

以 上 の 簡 単 な モ デ ル に よ る解 析 作 業 を通 じ

て,読 者 は,た とえば 以 下 の よ うな 多 くの 問

題 に 気 づ か れ た で あ ろ う。

(i)現 実 は も っ と複 雑 怪 奇 で あ る け れ

ど,そ れ に対 応 した モ デ ル 化 は 可 能 な の

か,特 に 現 実 は も っ と柔 軟 で あ る こ と,

種 々の 戦 略 が あ り得 るの で,そ の トレー

ド ス タデ ィが 可 能 で あ りた い が,そ ん

な こ と を考 慮 で き るの か 。

(ii)一 ・応 モ デ ル が で き る と して,そ れ へ

の入 力 は ど う して入 手 す る の か 。 また,

論理 和 とか論 理 積 とか の 演 算 で処 理 す る

こ とに な って い る が,そ う した演 算 に耐

え る入 力 な の だ ろ うか 。

しか し,も う予 定 の 紙 数 を使 い 果 した の で,

一 応
,「研 究 開 発 の モ デ ル化 は な ん と か 可 能

で あ り,そ の モ デ ル を も とに 開発 の リス ク要

素 に つ い て解 析 が可 能 で あ る ら しい」 とい う

メ ッセー ジ をお 伝 え で き た と願 いつ つ筆 をお

き,残 さ れ た課 題 は 次号 に て述 べ さ せ て い た

だ くこ とに す る 。(続 く)(こ ん ど う し ゅん

す け 研 究 嘱 託,東 京 大 学 工 学 部 助 教 授)
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「電気事業 が直面 す る技術 開発課題

に関す る調査研究」 の概 要 につい て

UHV送 電 導 入 の 課 題

楠 山 藤 一
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1.ま え が き

昭和53年 度,当 研究所で実施 した 「80年代

の電気事業が直面する課題 とその具体的解決

の方向に関する調査研究」では,電 気事業 と

い う設備産業において将来への対応策を考え

る際,大 きな問題点 となる項目を整理 し,そ

れらの相互関係を明らかにすることにより,

重要課題について具体的解決の方向を示そう

とした。 、

重要課題 としては供給力の確保 ・需要対策

・国際協力の緊密化 ・立地環境問題 ・電力輸

送技術の推進等(図 ユ参照)を 挙げているが,

昭和54年 度はその うち電力輸送技術の推進に

着目し,長 距離大電力送電技術の導入につい

て技術面 ・環境面 ・立地面および政策面での

可能性の分析を行ない,あ わせてその導入の

効果 と影響について検討を加えた。この研究

を推進するため関根東京大学工学部教授を委

員長に所外の有識者を集 め,昭 和54年8月

(財)エ ネルギー総合工学研究所に 「委員会」

を設けた。

長距離大電力送電技術 として次期超々高圧

(UHV1))送 電を対象とし研究を進めたが,

(財)電 力中央研究所では以前より 「UHV送

電特別委員会」 を内部に発足させ,技 術面お

よび実証面で研究 を継続 しており,赤 城実験

線の施工などハー ド面 ・理論面からのアプロ

ーチを進めていることから,今 回の調査研究

では,そ れらとは若干違 った視点,つ まりソ

フ ト面,特 に政策行政面からみたUHV送 電

技術導入のあり方を模索する点に焦点を絞っ

て進めた。

2.調 査 の概 要

全 体 の 調 査検 討 フ ロー を 図2に 示 す 。

検 討 フ ロー に従 って,以 下 に そ れ ぞ れ の要

点 を整 理 す る 。

D電 気事業の現状と今後の情勢

電気事業 をとりまく環境は一段 と厳 しさを

増 し,石 油 を中心とする燃料価格の高騰とそ

の量的確保難,発 電所および送電線の立地難,

電力輸送技術問題,環 境保全問題,電 カコス

ト上昇等困難な問題が山積 している。

このような厳 しい情勢の中にあって電気事

(注)1)現 在,日 本で使 用されている最高電圧

は500kV級 で あ り,こ こで述べ る次期超

超高圧(UHV)送 電 とは1,000kV級 の

ことである。
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の精度 向上 の 促 進

国のエネルギー
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国際 的 自立
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図1「 電気事業」適応力の要素関連図

力

の
進

P
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媚

仕
比
十
丁

騨
電
艮

,

長
送
推

電

進

送

促

直

の

電 力ili蔵

技術 の 開発

電気事業の現状と

今後の情勢

UHV送 電技術

の必要性

UHV送 電導入

に関する提言

UHV送 電技術

の現状

UHV送 電 に対 する

政策面か らのアプローチ

UHV送 電技術

の実現1生

図2全 体の検討フロー図

UHV送 電技術導入

の効果 と影響

電
力
輸
送
技
術
の
推
進

業の課題の第1は,今 後,長 期にわたる電力

供給の安定確保 をどのようにするかである。

電源適地の減少,合 意形成の困難により,ま

すます電源の遠隔化・大容量化の方向に進み,

長距離大電力送電技術の導入が必要になって

くる。
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第2の 課題は,困 難なエネルギー事情を克

服 し,エ ネルギー供給の安定 をはかってい く

ため,石油依存度の低減 と原子力,石炭の増大

によるエネルギー源の多様化(代 替エネルギ

ーの開発,実 用化)に 積極的に取 り組んでい

かなければならず,言 いかえれば,日 本 とし

てのエネルギー政策(戦 略)の 自立 を図って

い く必要がある。その方策 としては,石 油代

替エネルギーの開発 ・実用化,電 気事業の適

応力の増強および省エネルギー,省 資源をは

じめとした需要構造の変化への対応など多 く

の課題 を解決 していかねばならない。

第3の 課題は,い かに して料金の適正化を

はかってい くか とい うことである。石油危機

以降の燃料費の高騰,電 源遠隔化による長距

離送電線の建設 ・環境対策投資の増大等によ

り,発 電単価の高騰 と投資規模の飛躍的な増

大による企業体質の悪化にさらされている。

これらの重要課題のうち電力輸送技術の開

発 ・促進は,た だ単に電源立地点 と主要な需

要地域 との遠隔化が顕著になることに対する

対応策のみならず,そ れぞれの課題について

の重要な方策 となろう。

表1長 期電力需給見通 し(8月 最大電力)

単位:万kW

選
勧
末
備

霰
度
鰍

鰍
年
電

50年 度実績60年 度

7,41013,900

9,97017。900

65年度

17,750

23,100

70年 度

21,590

27,700

2)UHV送 電技術の必要性

わ が 国 の電 力需 要 は安 定 成 長 期 に入 った と

い って も,依 然 と して 増加 して お り,今 後10

年 間 で 現在 の2倍 近 くに な る と予測 さ れ て い

る。 これ に対 処 す る た め表1に 示 す よ うな電

源 の増 強 が必 要 で あ る。

しか し,国 土 が狭 く,し か も人 口密度 が高

い わ が 国 で は,広 い 用 地 を必 要 とす る火 力 ・

原 子 力 地 点 を確保 す る こ どは 年 々難 し くな っ

て き てい る。 そ の た め立 地 地 点 が得 られ た と

して も,需 要 地 か ら遠 く離 れ て お り,1990年

出典:電 気事業審議会需給部会中間報 告

1979年12月

頃にUHV送 電技術 を必要 とする周辺情勢 と

なってきている。

送電電圧の一層の高圧化が必要な理由はい

ろいろあるが,主 要なものとしては送電損失

の軽減,安 定度の上昇,下 位系統を適宜分割

することによる短絡容量の抑制ならびに限 ら

れた送電設備用地幅で可能な限 り大きな電力

を輸送する技術の導入などである。

1例 として,図3に 一定の送電容量 を輸送

する場合の電圧別の所要ルー ト巾を示す。

3)UHV送 電技術の現状

海外で1,000kV以 上のuHV交 流送電 を具

体的に計画している国はソ連,ア メリカ,イ

タリアであ り,は やいものは1985年 頃運開予

定である。海外のUHVプ ロジェク トの計画

を表2に 示す。

わが国の場合は,昭 和48年 より中央電力協

議会を中心に開発研究を進め,昭 和53年12月

から(財)電 力中央研究所UHV送 電特別委員

会に引継がれ,電 力中央研究所赤城実験所に

昭和54年9月 に着工 したUHV試 験線の仕様

を決定 したのに引続き,当 面の活動としてU

HV目 標電圧 の選定およびそれに基づき,線

路 ・機器が試作され逐次実証試験が進められ

る予定である。
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(送電 容 量1,000万kW)

電圧階級

50万V

70万V級

100万V級

130万V級

±50万V級

最高電圧

55万V

80万V

110万V

120万V

150万V

±50万V

送 電 線 の 大 き さ

ト26岬

鰹 難 養餐謝
(導 体4×ACSR410mrnL')

卜35mH

T
88.4m

1(6×ACSR81伽)

ト48m-→

丁
99、1m

土 (10×ACSR810mmL')

トー55m-→

丁
114.8m

上 (10×ACSRgSOmmz)

ト76m--H

工

上 (14×.A.CSR810mm:')

ト34mg

鷺 一1

(8×ACSR810mm1or6×TACSR810mmL')

T

凝

1
⊥

ト ヨ　　づ

」
815m

上

1回 線

2ル ー ト

2回 線

1ルー ト

所 要 ル ー ト巾

(ル ー ト数 × 巾)

〔m〕

182

(7×26)

(100%)

140

(4×35)

(77%)

96

(2×48)

(53%)

110

(2×55)

(60%)

76

(1×76)

(42%)

68

(2×34)

(37%)

36

(1×36)(
20%)

図3電 圧別の送電設備所要ルー ト幅の例
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表2海 外 のUHVプ ロ ジ ェ ク ト

国名

ア

メ

ノ

カ

イ

タ

リ

ア

機 関 名 称

アメ リカ電力会社

(AEP)

電力研究 所

(EPRI)

とGE社 の

共同研究

エネルギー省

ポンネビル電 力庁

(BPA)

Bonneville

POwer

Administration

電 力公社

(ENEL)

ソ

ビ

工

ト

動力

電化省

流

流

交

直

交流

交流

交流

直流

交流

交流

直流

UHV送 電 計 画

腰響三陽 所

1,500

イ リノ イ少卜1

オノ、イオY・卜1

イ ンデ ィア ナ州

距 離
(km)

1区 間

300～400

目 的 ・ 時 期

1,000

～

1,500

1,200

±400

～
±600

1,050

1,200

(1,150)

=ヒ750

現在の765kV系 統 と同 じ地域 に

1500kV級 送電 系統 を1990年 代

に導入 予定

ASEA社 と共同研究

EPRIを 経 由す る全米主要電力会社の拠出金に よ りGE社

に研究委託 した もの。GE社 の既存500kV用 研究設備 に加 え

てEEI(EPRIの 前身)よ り1967～73年 に612.9万$,

EPRIよ り1974～76年 に454万$を 拠 出。

ワ シ ン トン州

オ レゴ ン州

太平洋岸(南 北)

連系線の第2線

1区 間

300～400

(平 均280)

約1,500

南部の原子力発

電所から北部工 数百km

業地帯へ送電

シベ リ ア中央

カザ クス タン

エ キバ ス ツー ズ

～欧
ソセ ン タ

2,000

(3区 間)

2,400

ワイオ ミング,モ ンタナに建設

中の石炭火 力,大 容量のピー ク

用水 力な ど810GWを カスケー

ド山脈 をこえて西へ送電,現 在

の230kV線 路2回 線 をたてか え

UHV送 電 を行な うなど用地節

約 が 目的。

1980年 頃 よ り線路の一部 を建設

し,昇 圧は1990年 当初 の見込

北部の水 力電源地帯 と南部の火

力原子 力発電所 との季 節 的 融

通。現在 の400kV系 統 と同一地

域にユ,050kV系 統 を導入 する。

1983～84年 に15kmの 線路 を建

設。1990～95年 昇圧 予定。UH

V実 負荷試験

シペ リア地区の大水 力 ・石炭に

よる電 力の超長距離輸送,

5,000MW1981年 度 からイタア

ト～ ノボズ ネ ック問に270kmの

線路が建設 され る。

1985年 頃昇圧予定

アジア地域 の石炭による電力の

超長距離輸送6000MW

建設時期は まだ明示 されていな

い。1984年 一部,1987年 全部運

開予定

4)UHV送 電技術の実現性

実現の可能性を検討するアプローチとして

技術面 ・環境対策面 ・立地面 ・政策面から検

討 を進 め た 。

(1)技 術 面 か らの アプ ロー チ

1000kV級 送電は技術面からは可能との

見通 しを得ているが,未 踏の分野であり予

測通 りにならない問題 もあ りうるので,実

用化のためにはさらに,下 記の技術開発を

2～3年 の間で精力的に実施し,そ の実現
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化の目途をつけなくてはならない。

①系統安定送電容量増大方式の検討。

②適正な絶縁設計技術の検討。

③高信頼度送電線の開発 ・実用化。

④機器の開発 ・実用化。

⑤環境保全対策の検討。

(2)環 境対策面からのアプローチ

既存の設備においても,近 年,送 電電圧

の高圧化,送 電設備の大型化に伴いラジオ

ノイズ,静 電誘導,テ レビゴース ト等の送

電線路からの障害問題,景 観問題,電 界影

響等と各種問題が取 り上げられているが,

UHV送 電線においては,鉄 塔高100m以

上,導 体数が1相 当り10本 とスケールが大

きくなることにより,環 境面ではこれまで

にも増 して充分な配慮が必要 で あ る。 ま

た,こ れらを総合的,客 観的に判断できる

環境影響評価手法の確立が望まれる。

(3)立 地面からのアプローチ

UHV送 電線め建設は道路 ・鉄道の建設

とは異 って地域住民に受け入れ易い構築物

とはいえない面があ り,ル ー ト確保は大変

むつかしいと考えられる。

従って,ル ー トの大部分は,現 在の500

kV送 電線より,更 に山奥に建設せざるを

得ない。しかし,こ の様な地域は一般に国

立公園等 自然環境 としての価値の高い所が

多いため,環境への配慮が一層必要となる。

送電線立地に際 しての具体的な検討項 目

は下記の通 りである。

①自然環境との調和…自然景観の保全 ・

貴重な動植物の保護

②社会環境との調和…文化的歴史的風土

の保全,優 良農地 ・林業との調和,

各種社会的規制との整合,他 計画 ・

施設 との整合

③技術面…設備信頼度の確保 ・工事面で

の配慮

これらの諸項 目について検討を行ない,

最終的に地域住民に受入れられるルー トを

選定するためには,第3者 にも理解できる

客観性 ・合理性を有する環境影響評価手法

の開発及び地域住民への利得の還元方法の

検討 も考慮の要がある。

(4)政 策面からのアプローチ

UHV送 電の可能性を阻害する各要因に

対 し,導 入 しやすい環境をつ くるための政

策的課題を資金的助成 ・法的規制 ・行政指

導等の政策手段別に横断的に捉えてみた。

資金的補助 としては,「重要技術 研究 開

発費補助金制度」が挙げられ る。 本制 度

は,民 間の行 う省エネルギーなど重要な技

術の研究開発事業に対 し,国 がその経費の

一部を補助金として交付助成するものであ

る。UHV送 電関連技術が,省 エネルギー

の観点から,本制度助成対象になり得るか,

検討する必要がある。一方,立 地面からの

導入を円滑化するための措置として,交 付

金制度等の活用(例 えば電源三法に類似し

たような法律)も 考えられるが,こ れは送

電線が非常に長距離に亘って施設されるな

ど,電源の場合 と異なる問題点 もあるので,

本制度の実現の可能性を十分検討する必要

がある。

その他,パ ブリックアクセプタンスを得

る過程におけるPR活 動の推進の他,ル ー

ト選定,景 観の評価等基準化の難しい要因

について,諸 外国の例に見られる定性的な

ガイダンスの作成も必要と考えられる。
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5)UHV送 電技術導入の効果と影響

UHVを 採用すれば,ル ー ト数が500kVで

の2/7で 済み,需 給運用,系 統運用上,信 頼

度 ・安定度の高い設備 となり,か つ送電損失

の軽減,総 線路亘長の短縮および開閉所数の

減少により運用 ・保守人員の合理化も期待さ

れる。また,用 地取得面積も少なくなり,直

列機器の数 も減少することから,長 距離送電

線全体としては,用 地費用および設備維持費

用等も軽減できうる。

UHVの 導入にともない,関 連する機器の

製作者は,か な りの投資を必要とするが,国

内需要だけでな く,国 外の需要の開拓に努力

することによって,研 究開発で蓄積された技

術や生産試験設備を有効に活用していけば,

大局的にみて,資 源をもたないわが国が国際

的に寄与することとなり,その意義は大 きい。

6)UHV送 電に対する政策

(1)電 力業界としての方策

UHV送 電に必要な技術開発を効果的に

推進するためには,各 電力会社が協調をは

かり,学 識経験者を結集 し,各 種研究機関,

関連メーカーを効率的に活用できる,UHV

送電技術開発体制を早急に整備するととも

に,海 外 との人の交流,情 報交換活動,研

究設備の相互利用および共同研究などに関

する協力,な ど国際技術協力を積極的に推

進することが必要である。

また,一 方では,送 電線のUHV化 に伴

う高所作業における安全性 と作業効率向上

のための機械化 ・省力化による迅速かつ適

確な保守技術の実用化 もはからなければな

らない。

環境への対応策 としては,送 電線経過地

域の実態に適応 した環境対策に積極的に取

り組むことと並行 し,環 境影響調査および

評価手法の確立 も急務である。具体的な計

画作成時には,地 域開発計画との調整,建

設,運転段階における安全対策をも含めた,

地域との協調を考える,広 い視野 をもつ推

進策を提起すべきである。

社会への対応策 としては,PR・ サービ

ス活動の展開 として,ま ず,電 力業界を理

解 してもらう努力を蓄積 し,UHV送 電設

備の必要性をわか りやす く論理的に説明す

る手法 を見い出す必要がある。また,地 域

協調活動の推進に重点を置き,積 極的な営

業広報活動を行なうとともに,パブ リック・

アクセプタンス分析手法を開発 し,論 理的

な手法により社会の要請を先取 りし,事 前

に対応することにより,影 響 を最小限にす

るプロセスを開拓する必要がある。一方,

地域社会への還元方策 としては,地 元の地

域計画,誘 致計画と協調 しつつ,地 元への

企業 ・工場等の誘導 を図り,ま た,地 元産

業の育成,雇 用の拡大に貢献するなど,地

域振興により一層理解 を深め,き め細かく

住民からの期待に答える努力をする必要が

ある。

経済的対応策 としては,UHVは 単に大

電力を輸送する設備ではなく,信 頼性ある

基幹送電網を構成するものであるので,そ

の特性を十分考慮 した料金原価算定上の取

扱いが必要である。

また,維 持経費についても,ル ー ト数の

大幅な減少による鉄塔基数,中 間開閉所数

の少なさは保守補修人員を減 らせる上,事

故率 も下げうるとい う信頼度向上と,一 方

では,新 しい保守補修技術を開発し,メ ン
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テナンスフリーを原則 とした合理化,効 率

化の推進 との合致点を模索し,実 施に移す

ことも重要な施策 となろう。

そして電力業界 としても積極的に地域計

画に参画するべきであろう。そこには電源

立地,送 電線立地が地域に及ぼす影響は,

ひとり電力だけでなく,民 生全般,産 業育

成(地 場産業の保護 も兼ねる)に,充 分役

立つ結果を与え得ることを説得する必要が

ある。

(2)国 レベルの政策手段

UHVを 含めたわが国の基幹送電網の整

備計画確立,お よび増大する電力需要に対

処 しうる信頼度の高い系統をつ くる とい

う,電 力供給責任をもつ電力業界のみなら

ず,広 く国民生活 ・経済社会の向上とい う

観点から,国 としても以下 の各政 策手 段

(助成,促 進策)の 可能性について,今 後

検討 してい く必要があろう。

①基礎技術確立のための助成

電気事業者,送 変電機器メーカーによ

り,研 究開発実証試験が進められている

が,直 流送電をも含めた研究開発資金の

補助,ま たは調達への支援についての検

討が望まれる。これらの支援,配 慮の一

つの方法として考えられるものには,①

研究開発への補助金交付,② 低利の財政

資金の融資,な ど財政面の優遇 制度の適

用などが有効な手段と考えられ,こ の他

③試験 ・研究設備の特別減価償却制度な

どについての検討も望まれる。

②送変電用機器供給体制の整備促進

機器生産施設整備の資金調達の円滑化

を図るために,如 何なる措置が可能であ

るかの検討が望まれる。また,国 内需要
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だけでなく,海外技術経済協力を含めた,

輸出促進策を検討することも重要 で あ

る。

③送電ルー トの確保 と送電網建設につい

て

基幹送電網の整備については,国 とし

ても必要に応 じ先行的に事業認定を行な

い,土 地収用法適用の道を開 くなどの措

置を講ずることの妥当性,可 能性につい

て検討を行う必要がある。

当初の幹線網建設の集中的な資金調達

を容易にするため,建 設資金について,

低利の財政投融資の対象とすることを検

討することが望まれる。

また,資 金回収の面では,基 幹送電網

建設費償却準備金制度,特 別減価償却制

度などの検討が望ましい。

一方,用 地譲渡所得税の軽減措置の拡

大等を通 し,地 元の協力意識の向上を図

るなど,地 元民の立場に立 ったきめ細か

い施策 を講 じてい くことも重要 で あ ろ

う。

④環境問題 と地元の合意形成

環境影響についての調査 ・予測 ・評価

のあり方,お よび手法の確立が必要であ

る。 また,環 境影響防止対策技術の開発

への助成策(技 術開発資金の補助)の 検

討,お よび必要な事項についての諸基準

の設定を検討することが望 ましい。

電気事業者が行なう,公 共施設等の整

備を含めた,地 域整備への協力に要 した

資金の経理上の取扱いについて,検 討す

ることが望まれる。たとえば,圧 縮記帳

による損金算入を認めるなどの措置の検

討が望まれる。



表3UHV送 電 推 進 施 策 一 覧 表

電 力 の 対 策 メー カー ・工事

業 者 の 対 策
国 の 施 策 そ の 他

基礎技術の確立

機器の生産と供給

環 境保 全 とパ ブ リ

ック ・ア クセプ タ

ンス

ル ー ト・用 地 の確 保

送電網建設資金の

調達と回収

○技術開発協力体制

整備

○設計建設技術開発

○環境,保 安技術実

用化

○試験送電線に よる

実証

○標準電圧,標 準仕

様 の設定

○海外技術協力への

寄与

○環境・安全対策技

術の開発

○安全対策の実施

○環境対策の実施

OPR活 動 の実施

○基幹送電網計画の

設定

○ルー トおよび用地

の先行確保

○地域対策の実施

(公共施設協力)

○建設資金の確保

○同左

○機器の開発施工技

術の開発

○機器試験設備の整

備

O機 器生産ラインの

整備

○海外市場の開拓

○技術開発助成

低利の財政資金

融資

技術開発補助金

○設備資金調達援助

(財政投融資)

○技術開発の助成

○用地譲渡所得税の

軽減措置

○地域協力費の圧縮

記帳による損金算

入制度

○地元公共団体の財

政収入の実質的増

加措置

○建設資金調達援助

(財政投融資)

○基幹送電網の償却

準備引当金制度

○技術開発協力体

制整備への協定

○電気設備技術基

準とその運用の

見直し

○海外技術 ・経済

協力の推進

○環境影響評価 シ

ステムと基準検

討

OPR活 動の実施
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地元の地方公共団体に対 しても,UH

V送 電線の建設により,財 政収入が実質

的に増加するような,何 らかの措置の検

言寸が望まれる。

なお,電 源三法に相当する制度につい

ても,そ の実現可能性に関する検討を行

な うことも,考 えられるであろう。

⑤技術基準の早期確立

UHV送 電は新 しい試みであり,電 気

設備の技術基準をUHV送 電に適用する

場合,直 流送電 も含めた技術基準の全般

的な見直 しを早急に行 う必要がある。

これ らの政 策 手 段 を整 理 す る と,表3の よ

うに な る 。

あ と が き

今回の調査では,UHV送 電の導入問題に

関する政策面での課題抽出に大部分を費 し,

課題解決のための施策の具体化まで言及でき

なかった。なお,調 査の詳細は,「電気 事業

が直面する技術開発課題に関する調査研究」

(昭和55年2月 。(財)機 械振興協会経済研究

所,(財)エ ネルギー総合工学研究所)に 述べ

てある。

今後,課 題解決のための具体的施策の検討

を,各 界で進める上での一資料 としていたた

ければ幸いである。

終 りに,本 研究のために御尽力いただいた

委員会の各委員の方々に厚 く感謝申しあげた

い。(く すやま ふ じかず 主任研究員)
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LNG6(京 都)に 参 加 し て

原 田 春 洋

1.は じ め に 2。 会 議 の概 要

今 春(1980年)4月7日 か ら10日 の4日 間 に

わ た っ て京 都 国 際 会 館 で第6回LNG国 際 会

議(LNG6)が 開 催 さ れ た。LNG国 際 会

議 は1968年 に米 国 の ガ ス技 術 研 究 所(IGT)

の主 催 に よ り第1回 が シ カ ゴ で開 催 さ れ,以

後 国 際 ガ ス連 盟(IGU)お よび 国 際 冷 凍 協

会(IIR)も 主 催 者 に加 わ り,1970年 にパ

リ,1972年 に ワシ ン トン,1974年 ア ル ジ ェ,

1977年 デ ュ ッセ ル ボ ル フ と開催 さ れ,今 回 は

世 界 最 大 のLNG輸 入 国 で あ る 日本 で会 議 が

開 催 さ れ る こ と とな った もの で あ る 。

時 あ た か も イ ラン革 命 を き っか け とす る第

2次 石 油 危 機 の 影響 を受 け,消 費 国 で は石 油

代 替 燃 料 と して のLNGの 重 要 性 が強 く認 識

さ れ る と と もに,産 ガ ス 国 か らは大 幅 な ガ ス

価 格 引上 げ の要 求 が つ き つ け られ,従 来 低 価

格 で長 期安 定 供 給 可 能 と考 え られ て い たLN

G事 業 の将 来 に一 まつ の不 安 が生 じて い る時

で もあ り,技 術 問題 の み で な く,価 格,需 給

問題 で もか な り突 込 ん だ議 論 の 出 る こ とが期

待 され て い た た 。

参加 者 は43力 国約2,200名,う ち 同 伴者 が

420名 と発 表 さ れ た 。

日本 か らの 参 加 者 は 約1,100名,米 国 が約

230名,西 独,フ ラ ンス,英 国 を中心 とす る

西 欧 諸 国 か ら300名 を超 え る参 加 が あ り,産

ガ ス 国 か ら も イ ン ドネ シ アの 約50名 の他,ア

ル ジ ェ リア,オ ー ス トラ リア,ブ ル ネ イ,イ

ラ ン,マ レー シ ア,ナ イ ジ ェ リア,カ ター

ル,タ イ等 か ら70人 以 上 が 参 加 した 。

開 会 式 は4月7日 皇 太 子 殿 下 な らび に 妃 殿

下 の御 臨 席 の下 に行 わ れ,皇 太 子 殿 下 の お 言

葉 の 後,佐 々木 通 産 大 臣,林 田 京都 府 知 事,

船 橋 京 都 市 長 か らの 祝 辞 が あ り,引 続 き安 西

日本LNG会 議 議 長,ハ ル ヨ ノ プ ル タ ミナ

総 裁,ビ ー ブル ズ シ ェル ・イ ン ター ナ シ ョ

ナ ル ・ガス(SIG)取 締 役 の 基 調 演 説 が行

わ れ た。

安 西 議 長 は,LNG価 格 の 大 幅 上 昇 がLN

G貿 易 の障 壁 と な っ て き た こ と を指 摘 し,長

期 の契 約 に基 づ くLNG貿 易 に お い ては セ ラ

ー ・バ イヤー が長 期 にわ た り公 正 妥 当な 利 益

を享 受 で き る価 格 体 系 を設 定 す る必 要 が あ る

こ とを主 張 した 。 こ れ に対 し,ハ ル ヨ ノ プ

ル タ ミナ総 裁 は,天 然 ガ スが 石 油 価 格 以 下 で
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取 引 さ れ た時 代 は 過 去 の もの とな り,LNG

生 産 国 は 天 然 ガ ス に 対 して,ぷ さわ しい 価 格

を求 め てお り,最 近 では 石 油 等 価 以 上 の プ レ

ミア ムが 要 求 され てい る。LNG貿 易 に は 巨

額 の投 資 が 必 要 で あ り,大 きな リス クが 存 在

し,こ の た めLNG価 格 は決 して安 くはな ら

な い で あ ろ うが,他 に安 価 な エ ネル ギー を求

め る道 はな い こ とを主 張 した。

ビー ブ ル ズSIG取 締 役 は,LNGの 海 上

輸 送 費 が高 価 な もの で あ る た め,LNGのF

OB価 格 を石 油 等 価 とす る こ とは不 合 理 で あ

って,む しろ消 費 者 に対 す る代 替 燃 料 の 引渡

し コス トを基 準 にLNG価 格 が設 定 さ れ るべ

きで あ る と考 え る 旨主 張 し,冒 頭 か ら価 格 問

題 が論 議 の的 とな った 。

会 議 は テ ク ニカ ル セ ッシ 。ン(論 文 発 表)

と ワー ク シ ョップ セ ッ シ ョン(討 論)の 二 つ

の セ ッ シ ョン に よ って行 わ れ,

テ クニ カ ル セ ッシ ョン は,

1,LNGと 世 界 の エ ネ ル ギ ー供 給7論

文

2.LNG技 術 の発 展16論 文

3.LNGの 輸 送 と取 扱 い12論 文

4.LNG貿 易 に お け る法 制 問題 と金 融 問

題10論 文

の 四 つ の テー マ に つ い て45論 文(我 国 か らの

提 出 は12論 文)の 発 表 が あ り,

ワー ク シ ョップ セ ッシ ョンは,

-
よ

9
臼

q
O

4

rD

LNGに 起因する契約上の問題

LNGタ ンカーの安全と保守管理

大型液化プラン トの効率的操業

大型貯蔵設備の安全操業

洋上LNG設 備対陸上LNG設 備

の5つ のテーマで討論が行われた。

会期中には日米欧諸国で作成 された18本 の技

術 フ ィル ム が上 映 さ れ,ま た,地 階,一 階,

二 階,五 階 の一 部 で海 外 を含 め ガ ス ・電 気,

機 械,建 設,造 船,鉄 鋼,商 社 等111社 に よ

るLNG施 設,技 術 の展 示 会 が 開 催 され た 。

3.ト ピ ッ ク ス

以 下,若 干 の ペ ー パ ー お よび 討 論 の紹 介 を

行 う こ と と した い 。

テ ク ニ カル セ ッシ ョン1-1

「オ ラ ン ダの ガス 計 画 に お け るLNGの 役

割 」 発 表 者:Ir.G.Kardaun(Gasunie)

西欧 随 一 の ガ ス消 費 国(1978年 には1次 エ

ネ ル ギー の52%を 天 然 ガス に よ っ て賄 っ た)

で あ る オ ラ ン ダは 天 然 ガ ス の生 産 国,輸 入 国,

輸 出 国 の 三 つ の 立 場 を有 して お り,将 来 輸入

のか な りの 部 分 はLNGに な る も の と想 定 さ

れ てい る。LNG輸 入 を妨 げ て い る もの は ガ

ス価 格 問題 で あ った が,エ ネル ギー 価 格 の上

昇 に よ っ てい わ ゆ る第3世 代 のLNGが 開 発

可 能 とな った 。

LNG価 格 は供 給 コス トと市 場 価 格 一 サ ー

ビス コ ス トの間 で決 定 さ れ るべ き で あ り,市

場 価 格 とは代 替 燃 料 の 価 格 と天 然 ガ ス の特 性

(ク リー ン さ と取 扱 い の 容 易 さ)を 反 映 した

もの でな け れ ば な ら ない 。一一 以 上 の 発 表 に

対 して,目 下 交 渉 中 の オ ラ ン ダ の ガ ス輸 出価

格 につ き質 疑 が あ り,オ ラン ダ も産 ガス 国 的

立 場 で ガ ス価 格 の 引上 げ が 必 要 と考 え て い る

こ とが 明 らか に され た 。

テ ク ニ カ ル セ ッシ ョン1-6

「世 界 的 な ガ ス体 エ ネ ル ギー 市 場 に お け る

LNGの 役 割 」

発 表 者:G.H.Lawrence(A.G.A.)
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米 国 の ガ ス供 給 見 込 は,次 表 の とお りで あ

る 。

単位:TCFI)

LNG輸 入

SNG

カ ナ ダ お よ び
メ キ シ コ ガ ス

本 土48州 の
生 産(在 来 型)

新 技 術

高BTU石 炭 ガス

合 計

・978剰 ・99・

0.1

0.3

0.9

19.1

2.0

0.5

2.1

15-17

1.8

0.6

2000

20.4

3.0

0.5

1.8

12-14

5.0

3.3

23.6_25.6129.2_31.2
1

現行プロジェク トではLNG価 格は最終消

費市場で重油 と競合できる水準に設定されて

いるが,LNG輸 入は外貨支払の減少をもた

らすものである。

輸入LNG1ド ルの1/3～1/2は 運賃,資 本

財,労 賃,金 融費用 として米国に還流するの

に対 し原油輸入からの還流は15セ ン ト以下で

ある。資源量の面からいえば,世 界の天然ガ

スの究極残存可採量は約9500TCFと 想定さ

(注)1)兆 立 方 フ ィー ト(1012ft3)1TCFは

約283億 立 方 メー トル'

れ,現 在 の ガス 生 産52TCFの200年 分 に 相

当す る。 原 油 の 究 極 的 資 源 量 は75年 に 過 ぎな

い 。

埋 蔵 量 か ら み る と今 後10年 間 ガ ス生 産 を増

加 させ る こ とが で き,2020年 ま で現 在 をか な

り上 回 る水 準 で生 産 を維 持 す る こ と も可 能 で

あ る。

1、NGは 世 界 の ガ ス需 給 の ア ンバ ラ ンス を

解 決 す る もの で あ り,LNG市 場 の開 拓 に よ

っ て現 に焼 却 さ れ てい る7.5TCFの ガ ス の

有 効 利 用 が 可 能 であ る。

LNG開 発 の促 進 が な け れ ば 世 界 の エ ネル

ギー 需 要 は一 段 と悪 化 す る こ と と な ろ う。

一 米 国 の ガ ス供 給 見 込 に つい て は79年11月

に ヒ ュー ス トン で 開催 さ れ たGastech.で も

発 表 さ れ た もの で あ る 。LNG輸 入 代 金 の 還

流 効 果 に つ い て は,産 ガ ス国 の ガ ス価 格 引上

げ の理 由 の一 つ と もな り得 る もの で両 匁 の剣

とい う印 象 を受 け た 。

テ クニ カ ル セ ッシ ョン1-7

「現 在 お よ び将 来 の エ ネ ル ギー 市 場 にお け

るLNGとLPGの 役 割 の相 互 関 連 」

ト

備

備

計

募

設
設

裕

蔵
出
合

出

液

貯

積

輸

海 上 輸 送輸
送 費

備

備

トン
計

効

設

設

方

ミ

ヒ

一
入

蔵

刈

合

タ

ガ

入

受

貯

再

輸

総 計

LNG

プ ラ ン トコ ス ト

(100万 ポ ン ド)

200

50

30

280

240

30

50

20

100

620

ガ ス処 理 量

1サ ー ム 当 りコ ス ト

(ペ ン ス)

5.0

4.9

1.8

11.7

LPG

プ ラ ン トコス ト

(100万 ポ ン ド)

180

30

30

240

ガ ス処 理 量

1サ ー ム当 りコス ト

(ペ ン ス)

4.2

150 3.0

0

0

00

3

60

450

1.1

8.3

(注)ガ ス コス トは 含 まな い 。
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発 表 者:G.H.Freeman(BritishGas

Corp.)

本 報 告 で はLNGとLPGの コ ス ト比較 が

あ った の で,表 の み を参 考 まで に掲 げ る。

(比 較 は300万 サー ム/日(LNG年 産200

万 トン程 度)の プ ラ ン トで輸 送 距 離 を4,500

海 里 と して行 った もの で あ る 。)

テ クニ カ ル セ ッシ ョン1-8

「世 界 のLNG貿 易:現 状 と見通 し」

発表 者:M.W.HPeebles(ShellInterna-

tionalGasLtd.)

将 来 のLNG貿 易 の 見通 しを地 域 別 に,①

lowcase②basecase③highcaseに 分 け

て行 って い る 。

10wcaseは 現 行 プ ロ ジ ェク トお よび 確 定

プ ロジ ェ ク ト,basecaseはlowcaseに 確

実 性 の高 い プ ロジ ェ ク トを加 え た もの,high

caseは 交 渉 又 は 計 画 の初 期 の 段 階 に あ る も

の を含 む もの で あ る 。

1990年 の3ケ ー ス に よ る 見通 しは 次 の通 り

で あ る。

単位:億m3

市 場

米 国

西 欧

日 本

合 計

10W

270

250

380

900

base

450

450

550

high

600

700

700

1,45・{・,…

こ の場 合LNG船(125,000m3級)の 需 要 は

次 の よ うに 見 込 まれ てい る。

市
捌1・w

米 国

西 欧

日 本

28

7

24

base

合 計

44

20

38

5gl・ ・2

high

57

37

48

142

一 我 国 の 輸 入 見 通 しと して現 行 プ ロ ジ ェク

ト(ア ラス カ の 期 間延 長 を含 む)230億m3お

よび マ レー シ アお よび イ ン ドネ シ アの 増 量 分

150億m3でlowcaseを380億m3と し,こ れ

に 濠 州 他170億m3を 加 え た550億m3をbase

case,こ れ に150億m3を 加 え た700億m3が

highcaseと な って い る。

想 定 され て い るプ ロ ジ ェク トは 不 明 で あ る

が,昨 年8月 に 発 表 され た 総 合 エ ネル ギー 調

査 会 の 長 期 エ ネ ル ギ ー 需 給 暫 定 見 通 しに よ る

4,500万 トン(630億m3)の 輸 入 見 込 みはbase

caseとhighcaseの 中間 に あ り,我 国 の 輸

入 目標 達成 の た め に は か な りの 積 極 的 な 努 力

が 必要 とい え よ う。

テ ク ニカ ル セ ッシ ョン2-一 一1

「天 然 ガ ス 液 化 工 程 に お け る水 銀 に対 す る

配慮 」

発 表 者:W.W.Bodle(1.G.T理 事)

アル ジ ェ リア のSkikdaLNGプ ラ ン トの

熱 交 換 器4基 で 発 見 さ れ た アル ミチ ュー ブ の

腐食 の 問題 は 既 に 各所 で 発表 さ れ て い るが 現

在 まで に 次 の 点 が 判 明 して い る。

① 腐食 は零 度C以 上 の温 度 で水 銀 と水 が 存 在

した こ とに起 因 す る 。

② 水 銀 は フ ィー ドガ ス か偶 然 の 出 来 事 と して

プ ラン トに もた らさ れ た 。

③80。Cの ドラ イガ ス に よ るパ ー ジの 結 果 少

量 の水 銀 が除 去 さ れ た 。

④ 熱 交換 器 の チ ュー ブ に使 用 さ れ た ア ル ミ

は,AGS(フ ラン ス規 格)タ イプ の もの で

あ った 。

⑥ 井 戸 元 ガ ス お よ び プ ラン ト入 口 で の ガ ス 中

の水 銀 量 は そ れ ぞ れ50～80μg/Nm3お よ び

0.001～0.65μg/Nm3で あ った 。

⑥ 腐食 は3ラ イン の うち第1ラ イン の み に 発
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生 した 。第2ラ イン の熱 交 換 器 を2年 後 に パ

ー ジ した とこ ろ,グ ラ ムの 水銀 が検 出 さ れ た 。

こ れ は プ ラン ト入 口 で の水 銀 量 が0.001μg/

Nm3で あ った こ と を示 す 。

水 銀 に よ る ア ル ミお よ び ア ル ミ合 金 の腐 食

に つ い て は半 世 紀 以 上 前 か ら知 られ て い た と

こ ろ で あ る が,水 銀 が水 又 は水 蒸 気 と と もに

ア ル ミに作 用 す る場 合,急 激 な腐 食 が起 るこ

とが そ の後 の研 究 に よ って明 らか に な って い

る 。

天 然 ガ ス 中 に水 銀 が 発 見 さ れ る こ とは知 ら

れ て い た 。 ク ロ ニ ンゲ ンで は,脱 水 お よびN

GL除 去 の た め の低 温 セ パ レー ター で液 状 水

銀 が 発 見 さ れ た 。井 戸 元 で330気 圧100。Cの

天 然 ガ ス に180μg/Nm3の 水 銀 が存 す る こ と

が 判 明 した 。 ス キ クダ の 事故 の後,世 界 各 地

で 天 然 ガ ス 中 の 水 銀 量 が測 定 され た 。 北 ス マ

トラのLNGプ ラ ン ト用 の ガ ス で は,200～

330μ9/Nm3の 水 銀 が存 在 す る。 天 然 ガ ス 中

に 水 銀 が存 在 す る こ とは今 で は珍 しい 現 象 と

は い えな くな って い る。

水 銀 除 去 の 方 法 と して は冷 却 分離,活 性 炭

又 は モ レキ ュ ラ シー プに よ る吸 収,あ るい は

その 他 化 学 反 応 に よ る こ とが 可 能 で あ る。 ま

た,ア ル ミ製 の装 置 が 必 要 な 場 合,ア ル ミ合

金 を使 用 す る こ と に よ り腐 食 の進 行 を遅 らせ

る こ とが 可 能 であ る。

一 ス キ クダ のLNGプ ラ ン トの 事 故 は 著 名

な もの で あ るが,天 然 ガ ス 中に 水 銀 が 存 在 す

る こ とは 一 般 的 現 象 で あ り,適 切な 処 置 を講

ず る こ と に よ って 腐 食 防 止,あ るい は進 行 を

抑 制 で き る もの で あ る こ とが 判 明 し,興 味 あ

る報 告 で あ った 。

ワー ク シ ョ ップ セ ッシ ョン ー1

「LNGに 起 因 す る契 約 上 の 問題 」

議i長:Y.Delavesne(フ ラ ンス)

パ ネ ル メ ン バー:

M.Belguedj(ア ル ジ ェ リァ)

P.Siregar(イ ン ドネ シ ア)

C.P.Boquin(フ ラ ン ス)

G.D.Carameros(米 国)

T.Konishi(日 本:大 阪 ガ ス)

S.A.Rissik(オ ラン ダ)

D.Lathom(米D.O.E)

Ph.C.Cruchon(フ ラ ンス)

N.Kodaira(日 本:通 産 省)

イン ドネ シ ア代 表 か ら,LNG価 格 は 原油

お よ び一・般 エ ネル ギー 価 格,さ ら に通 貨 価値

を考 慮 して公 正 な 価 格 を設 定 す べ きで あ る 旨

の発 言 が あ り,こ れ に対 し米 国 の カ ラ メ ロス

氏(エ ルパ ソ社)は ア ル ジ ェ リア と の契 約 の

例 を あ げ,LNG価 格 は代 替 エ ネ ル ギー 価 格

を考 慮 して公 正 妥 当 な価 格 と な ってい る の に

か か わ ら ず,一 方 的 な価 格 引上 が 行 わ れ る こ

とは困 る 。米 国 で はLNG価 格 につ い て政 府

の承 認 を必 要 とす る が,そ の決 定 に半 年 もか

か る状 況 で は困 る とい う発 言 が あ り,産 ガス

国,米 政 府 を槍 玉 に あ げ た 。

日本 の小 西 氏 は,LNG価 格 の上 昇 に よ っ

て,プ ラン トの フ ァ イナ ン ス コ ス トは従 来 の

1/2以 下 に低 落 した 。従 来 の契 約 量 全 量 につ

い て テ イ クオ アペ イ条 項 で 引取 り保 障 を行 う

方式 は,最 早必 要 で な く,テ イ クオ アペ イは

フ ァ イナ ン ス コス トに限 定 す べ き 旨発 言 が あ

り,消 費 国側 か ら強 い賛 意 が あ ら わ さ れ た 。

米 政 府担 当 者 か らはLNG価 格 規 制 は国 民

生活 保 護 の た め に必 要 で あ る 旨発 言 し,政 府

と民 間 との対 立 を浮 彫 りに した 。

一 こ こで も価 格 問題 お よ び価 格 引上 げ に伴

うテ イ クオ ア ペ イ条 項 が と り上 げ ら れ,産 ガ
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ス 国 が 集 中攻 撃 を 浴 び た恰 好 で あ る が,そ の

実 現性 は と も角,消 費 国側 の立 場 が 明確 に さ

れ た 点,有 意 義 な もの で あ った 。

ワー ク シ ョ ツプ セ ッシ ョン ー5

「洋 上LNG設 備 対 陸 上LNG設 備 」

議 長:W.F6rg(西 ドイ ツ)

パ ネ ル メ ン バー:

Y.Arnoni(米 国)

R.S.Geddes(カ ナ ダ)

K.Moroy(ノ ル ゥ ェ イ)

K.Yoneda(日 本:三 菱 重 工)

E.Breger(西 ドイツ)

Dr.Hansen(ノ ル ウ ェ イ)

T.Ehret(フ ラ ンス)

米 国代 表 か ら洋 上 プ ラ ン トは陸 上 プ ラン トよ

りも15%程 度 安 く建 設 可 能 で あ り,陸 上 か ら

洋 上 へ,ま た 沿 岸 か ら離 れ た と ころ に プ ラ ン

ト建 設 が 進 む の が 時 代 の流 れ で あ る 旨発 言 が

あ った 。

カ ナ ダ 代 表 も現 在 計 画 中 の アー ク テ ックパ

イ ロ ッ トプ ロ ジ ェ ク トで は 労働 力,環 境,コ

ス ト等 を考 慮 して バ ー ジ方 式 を採 用 した 。

プ ラン トは 南 部 の 造 船 所 で 組 み 立 て,曳 航

す る こ と とな るが,陸 上 の 半 分 程 度 で建 設 出

来 る見 込 み で あ る と発 言 した 。

ノー ル ウ ェ イ代 表 は 浮 体 工 法 と海底 固 定 工

法 につ き後 者 が 主流 に な ろ うが,安 全 性 の 見

地 か ら液 化 プ ラ ン トと貯 蔵 タ ン クを分 離 す る

必 要 が あ り,そ の 場 合 自在 継 手 の研 究 が 重 要

であ る 旨指 摘 が あ った 。

一 洋 上LNGプ ラン トにつ い ては ,我 国 に

お い て もか な り研 究 が 進 め ら れ てお り,展 示

=場にお い て も模 型 が 出 品 され ,見 学 者 の 注 意

をひ い て い た 。極 北 の み で な く,北 海 にお い

て も洋 上 プ ラン トが計 画 さ れ てお り,そ の実

現 が 期 待 され る。

一ヒ記 の 他,冷 熱 利 用 につ い ては,東 京 電 力

の冷 熱 発 電 お よび 大 阪 ガ ス の冷 熱 利 用 に つ い

て の紹 介 が あ り,LNG輸 送 面 で は カ ナ ダ か

ら液 相 に よ る パ イ プ ラ イン輸 送 の場 合 内部 に

断 熱 保 冷 を施 したパ イ プ ライ ン を使 用 す る こ

とを研 究 してい る との報 告 が あ り,関 心 を集

め た 。 オ フ シ ョアのLNGプ ラ ン トで は,三

井 造 船 の プ レス トレス トコ ン ク リー ト構 造 に

よ る プ ラン トお よ び西 ドイツ の コ ン ソー シ ァ

ム76タ イプ の 浮体 式 プ ラ ン トの 発 表 が あ っ

た 。

安 全 性 の 面 では1973年 以降 米 国 の 沿 岸 警

備 隊 の手 に よ っ て行 わ れ たLNGべ 一 バー ク

ラ ウ ドの爆 発 研 究 の結 果 が 披 露 さ れ興 味 を 引

い た 。金 融 問 題 で は我 国 のLNGプ ロジ ェ ク

トに お け る フ ァ イナ ン ス ミ ッ クス の紹 介 が あ

り,産 ガ ス国 の関 心 を ひ い た 。

4.お わ り に

次 回 はユ983年5月 ジ ャカ ル タで 開催 す る こ

とが決 定 さ れ,国 際 会 議 の幕 が 引 か れ た が,

時 節 柄 か各 参 加 者 か ら熱 心 な発 言 が あ り,時

に は 白熱 した議 論 が み ら れ る な ど,な か な か

の盛 会 で あ っ た 。盛 り沢 山 な テ ー マ を短 期間

に こ な す た め,発 表 者 か ら時 間 が少 な す ぎ る

との苦 情 もあ った が,こ れ は一 般 の 参 加 者 に

と って も同様 で あ った 。

テ クニ カル セ ッ シ ョン,ワ ー ク シ ョ ップ セ

ッ シ 。ン の 合 い間 をみ て 技術 映 画 の 見 学 等 を

行 った が,一 部 折 角 の機 会 を逃 した もの もあ

り,残 念 で あ った 。(は らだ は るみ 石 油

公 団企 画 調 査部 長 兼天 然 ガ ス 事 業 室 長)
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西独 にお け る核熱産業利用 の開発 につ いて

伊 藤 正 巳

1.は じ め に

1980年3月,(財)エ ネルギー総合工学研究

所では,資 源エネルギー庁の委託をうけ,西

独における高温ガス炉による核熱エネルギー

の産業利用の研究開発状況調査のため,調 査

団を派遣 した。筆者は,こ の調査団の一員と

して参加 し,核 熱利用の研究開発に関係する

諸機関ならびに研究施設のい くつ か を訪 問

し,意 見交換をする機会 を得たので,そ の印

象の一端を紹介 したい。

近年,日 独両国間では高温ガス炉ならびに

その核熱利用の分野で,技 術面での研究開発

を中心にい くつかの交流の機会がもたれてお

り,数 多 くの報告がなされている。本調査団

は,こ れらの研究開発の背景となっている西

独のエネルギー需給の見通しと核熱利用の位

置付け,プ ロジェク ト開発体制と資金投資の

状況,安 全審査に関する状況および核熱利用

プロジェク トの開発の現状 と今後の動向等に

ついて調査を行なった。

2.西 独におけるエネルギー需給事情

西独における1次 エネルギーの需要は現在

石炭換算約4億 トンであり,そ の約50%を 石

油に,16%を 天然ガスに依存 している。これ

らはともに大部分輸入に頼 っているが,先 行

き不安から電力に対する原子力の導入促進に

よってその比重を低減 しようと努力が払われ

ている。国産エネルギー としては,石 炭褐炭

が豊富に存在 し,現 在併せて約1億 トンの生

産量を確保 しており,1次 エネルギーの約25

%を 占めている。将来,こ の生産規模は1.3億

トン位迄の増産が見込 まれている。また,2

次エネルギーの分野では電力用 として原子力

に期待するほか,か なりの割合を占める産業

用,都 市家庭用の熱供給については,石 炭ガ

ス化製品(SNG)に 代替 し,化 学工業用原

10{」tee
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原 了 力
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百 炭
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図1西 ド イ ツ の 一・一・一・次 エ ネ ル ギ ー

需 給(予 測)
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料 としても石炭化学 またはSyngasに 切 り替

えることを考えている。全体 として,資 源の

効率的利用のため電力 ・熱併給の方向 と石炭

節約のための核熱利用の方向が期待される。

原子力を導入するとすれば,2000年 におい

ても石炭の消費量は1980年 比でほとんど横這

いで十分 と予測 しているのに対 し,原 子力の

導入がないと仮定 し,必 要エネルギーを全て

石炭でまかなうとすれば,石 炭の供給量は実

に1980年 比2.8倍 を必要 としなければならず,

このように膨大な国内供給は不可能 と考えら

れている。この検討例のように,西 独におい

ては将来のエネルギー需給における核熱利用

の位置付けはかなり明確化されてお り,国 内

関係者の問ではコンセンサスが成立 している

ように見受けられた。

核熱利用による石炭および褐炭のガス化の

経済陸については,金 利,石 油価格の上昇な

どによる影響等を折 り込んでかなり定量的に

検討されているようである。関係者の見解に

よれば,褐炭のガス化はオー トサーマルでも,

核熱利用でも,現 時点ですでに石油 と競合 し

得るし,石 炭でもいずれ競合 し得ると考えて

いる。しかし,今 後の不確定要因を考えると,

将来の高温ガス炉導入時点における定量的な

経済性評価には限界があるとの意見もきかれ

た。確かに,石 油価格の上昇が続 く限 り,相

対的に核熱導入はますます有利になる方向で

あり,単 に経済性だけでなく,エ ネルギーや

資源の有効利用 という観点を含め,高 温の核

熱利用の意義を考えるべきだとい う現実的な

判断 も,抵 抗なく受けいれられているように

お もえた。

3.核 熱利用開発計画の見直し

西独 で は,現 在 運 転 中 の 高 温 ガ ス 実 験 炉

AVR(15MWe)に 引 き つ づ い て,発 電 用 高

温 ガ ス 原型 炉 に相 当 す るTHTR-300(300

MWe)を 建 設 中 で あ る。THTR-300の 後

に続 く計 画 と して は,従 来 ヘ リウ ム ガ ス ター

ビ ン に よ る直 接 発 電 を 目的 とす るHHT計 画

と,核 熱 を利 用 して の石 炭 の 水 蒸 気 ガス 化 と

褐 炭 の 水添 ガス 化 を行 な うPNP計 画 との 開

発 が 併 行 して 進 め られ て きた 。 しか し,昨 年

(1979年)12月 に 研 究 開発 の進 捗 状 況 の評 価

に基 づ い て計 画 の全 面 的 な 見 直 しが行 わ れ,

か な り大 幅 な変 更 が 行 わ れ る見通 しで あ る 。

す な わ ち,現 在建 設 中 のTHTR-300は

1983年 中 に運 開 が 予 定 され てい るが,HHT,

PNPの い ず れ の 計 画 もTHTR-300の 後 ひ

きつ づ い て,た だ ち に プ ラ ン ト建 設 に 着 手 す

るに は,時 期 尚 早 との 判 断 が な さ れ た 。HH

T計 画 に つ い て は,プ ロジ ェ ク トに先 行 して

進 め られ て い た ヘ リウム ガ ス ター ビン関 連 の

試 験 装 置 で あ るHHVユ),EVO2)の 運 転 が

必 ら ず し も順 調 に進 ん で い な い こ と,な らび

に ガ ス ター ビ ン を直 接 一 次 系 に設 置 す る場 合

に核 分 裂 生 成 物 の堆 積 お よび 点 検保 修 の面 で

課 題 が 残 され てい る こ とが 指 摘 され てい る。

また,PNP計 画 に つ い ては,石 炭 お よび 褐

炭 の ガ ス 化装 置 に つ い て,セ ミテ ク ニカ ル プ

ラ ン トの運 転 を継 続 中 で あ るが,パ イ ロ ッ ト

プ ラ ン トは これ か ら建 設 を始 め よ う とす る段

階 で あ り,中 問 熱 交 換 器 等 の大 型 機 器 や こ れ

らに使 用 さ れ る耐 熱 合 金 等 につ い て も,ま だ

課 題 が 山積 し,当 面 こ れ ら の開 発 に専 心 す べ

(注)1)高 温 ヘ リウム テ ス トル ー プ

2)オ ー バ ー ハ ウゼ ンエ ネ ル ギ ー供 給 会 社

のガ ス ター ビ ン発 電 試 験 装置
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図2西 ドイツ の 石 炭 ガ ス 化 開発 ス ケ ジ ュー ル

き で あ る との 判断 が 有 力 で あ る 。

一・方 ,西 独 で は,産 業 界 でHTR関 連 の 開

発 に 約900人 の 人 員 が 従 事 して お り,そ の半

数 はTHTRの 建 設 に 関係 して い る 。THT

R以 後 も,こ の グ ル ー プ を温 存 し技術 力 を維

持 して い くた め に は,新 規 の プ ロジ ェ ク トの

ス ター トを考 え ね ば な らな い 。 こ れ ら の事 情

を全般 に わ た って検 討 し た 結 果,600MWe

級 の 蒸 気 サ イ クル の発 電 用HTRの 建 設 計 画

を導 入 す る こ とに な った 。 さ ら に,石 炭 ガ ス

化 に つ い て は,1979年 秋 に パ イ ロ ッ トプ ラン

トの 運 転 が始 ま った,ttRuhr100"と 呼・ば れ

るオ ー トサ ー マ ル に よ る石 炭 の ガ ス化 が技 術

的 に 可能 性 が高 く,こ の石 炭 ガ ス化 プ ラン ト

をHTR発 電 プ ラン トに接 続 し,ガ ス 化 に必

要 な プ ロセ ス 用 蒸 気 を発電 プ ラン トか ら供 給

す る こ とが検 討 さ れ て い る 。

本 プ ロ ジ ェ ク トは,新 た にPND計 画 と呼

ば れ,1981年 中 に ス ター トす る計 画 で,既 に

電 力会 社,石 炭 企 業 お よび機 器 メー カー か ら

な る コ ン ソー シ ャム結 成 の準 備 が進 め られ て

い る。 こ の よ うな 動 きは,HTRの 実 用性 を

早期 に実 証 す る とい う計 画 を掲 げ,ユ ー ザ ー

の積 極 的 参 加 を求 め る こ とに よ り,開 発 計 画

お よび 資 金 計 画 を,よ り現 実 的 な もの とす る

と とも に,世 の 中の 関 心 を求 め よ う とす る意、

図 も含 まれ てい る。 現 在,検 討 され て い る核

熱利 用 に よ る石 炭 ガ ス 化 プ ラ ン トの 開発 ス ケ

ジ ュー ル を図2に 示 す 。

4.研 究開発プロジェク トの推進体制

西独 では原子力関連の大型の技術開発につ

いてはその所要資金の大部分が連邦政府の研

究技術省の負担でまかなわれており,一 部は

関係州政府および研究開発実施企業が負担 し

ている。特に必要性が高いと認められるプロ

ジェク トには思い切った投資が行わ れ てお

り,研 究技術省としても,資 金調達の面で余

り苦労をしていないように見受けられ,ま こ

とに恵まれた状況にあるようである。

また,西 独では,基 礎研究の段階からパイ
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ロ ッ トプ ラ ン トの開 発,建 設,事 業 化 へ の 展

開 を考 慮 した,企 業 グ ル ー プ の結 成 が 行 わ れ

てい る。 官側 で も,民 問側 で も開 発 資 金 と人

材 の 効 率 的活 用 の 見 地 か ら,連 合体 結 成 の 必

要 性 は 十 分 に 認 識 され て お り,プ ロ ジ ェ ク ト

毎 の 官 民 一・体 とな った コ ン ソー シ ャ ムの結 成

が,通 例 とな っ て い る よ うで あ る 。さ らに,プ

ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ メ ン トの 直 接担 当者 は,

実施 計 画 を遂 行 す る上 で,大 きな権 限 が与 え

られ,そ れ に ふ さわ し く事態 の 変 化 に対 応 す

る柔 軟 性 と緻 密 な企 画 力 を も って い る よ うに

見 受 け られ た 。

この よ うに,官 民一 体 とな った研 究 開発 推

進 体 制 が,計 画 の 着 実 な 進 展 と現実 的 な成 果

に結 び つ い て お り,資 金 の効 率 的運 用 を展 開

す る有 効 な根 拠 に な って い る よ うに 思 わ れ,

我 が 国 で も大 い に 参 考 に す べ き点 で あ る と考

え てい る。

研 究 開 発 の進 め 方 もス テ ップ ・バ イ ・ス テ

ップ で あ り,実 験炉,セ ミテ ク ニ カル プ ラ ン

ト,パ イ ロ ッ トプ ラ ン ト,原 型炉 と して商 用

プ ラ ン トと段 階 的 目標 を設 定 して それ ぞ れ の

段 階 で 必 要 な 技術 を開発 して い くとい う堅 実

な 方 法 を と って い る。 そ して,長 期計 画 に基

づ い て広 範 な 機 器,材 料 の 開 発 が きわ め て精

力 的 に 進 め られ て い る様 子 は きわ め て印 象的

で あ った 。 セ ミテ ク ニカ ル な ガ ス 化 装置 の プ

ラ ン ト,HHV,核 熱 エ ネ ル ギー 長距 離 輸 送

計 画 に も とつ くEVA-II,ADAM-∬ と呼

ば れ る試 験 設備 は,規 模 も大 き くす ば ら しい

もの であ り,技 術 者 と して 羨 望 の感 を禁 じ え

な か った 。 とに か く,技 術 的 な課 題 は 議 論 や

評 価 では 解 決 され ず,ハ ー ドウ ェ ア技 術 に よ

り初 めて 立 証 され る とい う考 え方 が 浸 透 して

い るの を感 じた 。

写真1石 炭水蒸気ガス化装置セミ

テクニカルプラン ト全景

写 真2ADAM-II試 験 装 置

(KFA,JUIich)

5.THTR-300の 現 状

THTR-300は,電 気 出 力300MWeの 高

温 ガ ス炉 の原 型 発 電 プ ラ ン トであ り,現 在 西

独 にお け る高 温 ガ ス 炉 開 発 の 最 優 先 項 目 と さ

れ てい る 。本 プ ラ ン トは,KFAJUIich研 究

所 に建 設 さ れ た15MWeの 高 温 ガ ス 実 験 炉

AVRに 引 きつ づ き計 画 され た もの で,1971
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年に契約された。AVRは1967年 臨界に達 し

た後,現 在迄に10年以上の運転実績をもち,

1974年 には原子炉出口冷却材温度の950。Cへ

の上昇を達成するな ど大きな成果を挙げてい

る。これに対 して,THTR-300は,1972年

2月 に建設が開始されて以来,ス ケジュール

は大幅に遅れ,現 時点では1983年 中頃に運開

予定 といわれている。建設コス トも当初計画

の2倍 以上に達 しているといわれる。

工期遅延の主たる理由は許認可手続に起因

するといわれてお り,高 温ガス炉の原型炉で

ありながら,す でに商用化された軽水炉の基

準が適用されたためと,西 独特有の 「部分建

設許可」によっているため段階的な審査方式

がとられ,建 設途上 といえども最新の技術的

要求を満たすことが要求されたために,大 が

かりな設計のやり直し,製 作 ・建設上の実証

の要求等が発生 した。さらに,許 認可手続が

州政府の権限で行われることも,事 態 をより

複雑にしている要因になっているように思わ

れた。関係者はこれらの事実は高温ガス炉だ

から特別なのではな く,原 子力に対する安全

審査そのものの考 え方の変化と考えるべきだ

としてお り,THTR-300の 経験は,将 来の

高温ガス炉の許認可手続に対 して,貴 重な教

訓を数多 く残したと考 えている。

しか し,技 術的には設計から運転迄10年 以

上の歳月を経過すると,技 術開発の進展速度

から考えてみても,完 成 したとしても技術的

に旧式すぎて,最 新技術の実証とい う観点に

たてば,新 たな計画の推進の必要性は不可欠

であり,具 体的にPND計 画が検討された一

因になっているようである。

建設現場の印象は,我 が国の発電所の建設

現場にみられるように,活 気や一種の緊張感

とい った よ うな もの は余 り感 じら れ ず,少 〃

拍 子 抜 け の感 な き に し もあ ら ず で あ った 。一

つ一 つ の工 事 を確 実 に積 み上 げ て い く とい う

体 制 の た め で もあ ろ うが,し か し,PCRV3)

周 辺 の状 況 か らは建 設 担 当者 の苦 労 の跡 が 実

感 と して理 解 で き た 。THTR-300は 既 設 の

火 力発 電 所 の増 設 とい う形 態 を と って お り,

少 く と も発 電 所 の外 観 か らは とて も原 子 力発

電 所 とは考 え られ な い程 で あ る 。 ター ビン ホ

ー ル は既 設 の火 力発 電 プ ラン トの フ ロア と共

通 で あ り,発 電 所 周 辺 に も放 牧 地 が あ っ た り,

す ぐ近 傍 に は小 部 落 が散 在 す るな ど,原 子 力

発 電 に対 す る考 え方,認 識 に は,か な り 日本 と

違 った もの が あ るの で は な い か と想像 した 。

鍵 灘
・1課 ξ

≒l

l蓑

。 乱 潅
凸

みダ

写真3THTR-300建 設現場全景

(最右端THTR,左 より

2番 目乾式冷却塔)

6.環 境 問 題

西独における環境問題はかな りきび しいも

のがあるとの話を伝え聞いていたが,今 回の

訪問では必らずしもその実体は把握 しきれな

かった。しかし,日 本の実状 とはかな り様相

が違 うのではないかとの印象を強 く受けた。

(注)3)プ レス トレス トコン ク リー トリア ク タ
ー ペ ッセ ル
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例えば,ESSENで は微粉炭を大量に扱っ

ている鉱山研究所(BF)が 民家の密集 した街

中に存在 していること,ま た,KFAJUIich

研究所のすぐ裏側で広大な褐炭の露天堀の開

発が始 まっていることなど,個 人的な印象で

あるが,よ く合意が得られるものだという感

じであった。HAMBACHの 褐炭露天堀の現

場は,1978年 に開発が開始され,200m程 表

土 を削りとるということであるが,採 掘現場

では先が見えない程の広大さである。褐炭の

生産が始 まるのが1982年 頃の予定 ということ

である。開発が始 まって2年 を経て,ま だ表

土の半分しか掘 っていないという規模の雄大

さにもびっくりするが,こ れだけの大プロジ

ェク トが,何 事もないかのように,整 然 と進

められていることにも感嘆させられた。国に

とって何が大事であるかという共通認識があ

り,強力な理解と支援がな くては,と ても関係

者の努力だけでは解決 しない問題だと思う。

石炭利用の拡大に関連 して日本でとか く問

題 とされる灰処理の問題にしても,西 独では

石炭専焼火力発電所から発生する灰の90%迄

をセメン トまたは レンガ製造の原料 として再

利用 して しまい,環 境汚査等の公害問題など

まるで無縁であるとのことで,長 年石炭が身

近な存在でありつづけた1つ の証のような気

が した。また,我 が国でも省資源,省 エネル

ギーの面で,ま だ知恵を出す余地が沢山ある

とい うことを痛感 した。

THTR-300の 建設現場のシンボルともい

うべき乾式冷却塔の威容 も,環 境問題 を解決

しようとする技術者の開発努力と関係当局者

の前向きな取組み姿勢,そ れらを受けいれた

一般公衆の公正な理解と寛容さを象徴するシ

ンボルのように思えてしかたがなかった。

7.省 エ ネ ル ギ ー

今 回 の 訪 問 を通 じて印 象 に 残 った もの の 一

つ と して,西 独 に お け る省 エ ネ ル ギー に対 す

る一 般 の 認 識 が 相 当 徹底 してい る と考 え ら れ

る こ とが あ げ られ る。 従 来,ヨ ー ロ ッパ では

エ ネ ル ギー 節約 の 考 え方 が 一 般 化 してお り,

民 家 や アパ ー トで の 廊 下 の 照 明 の ス イ ッチ等

は タ イ マー 付 で 自然 に消 灯 す る工 夫 が 考 え ら

れ てい たが,今 回宿 泊 したJUIichの ホ テ ル

で も タ イ マー 付 ス イ ッチが 取 りい れ ら れ てい

る の には 感 心 させ られ た。

今 回 の訪 問 先 の ど の事 務 所 で も,会 議 室 や

食 堂 等 で 日 中 自然 光 で必 要 な 明 る さが 保 た れ

てい る場 所 で は 完 全消 灯 が 徹 底 してい た 。 夕

方 相 当薄 暗 くな っ て始 め て点 灯 す る と い うや

り方 で,人 々 も それ が 当然 とい っ た表 情 で あ

っ た 。公 共 の場 所 で もエ ス カ レー ター が 停 止

してい る な ど省 エ ネル ギー の動 きは 随 所 に見

ら れ た。 理 屈 よ りも実 践 行 動 が 先 に立 つ の は

合 理 性 を重 視 す る国 民 性 に よ る と こ ろが 大 き

い の で あ ろ うが,郵 便 切 手 に も省 エ ネ ル ギー

キ ャンペ ー ン の特 殊 切 手 が 発 行 さ れ てお り,

組 織 化 さ れ た啓 蒙 運 動 と して展 開 さ れ てい る

成 果 の表 れ と も考 え ら れ た。

同 じよ うに深 刻 な エ ネ ル ギー 問 題 を抱 え て

い るわ が 国 と して も,産 業 界 にお け る省 エ ネ

「門 ▼㎜ ▼刷附▼

za"tA】ML▲ 孤急急激」Lム」」▲▲▲」

写 真4エ ネ ル ギー 節 約 の

キ ャン ペー ン切 手
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ルギーは十分浸透 してすばらしい成果を上げ

ている反面,個 人生活においては必らずしも

きめ細かな行動が見受けられない点を反省す

るとともに,こ のような西独の姿勢は見習 う

必要があるのではないかと痛感 した。

8.お わ り に

核熱の産業用利用に関連 して西独を訪問 し

た際に印象に残 ったことを断 片的 に記 述 し

た。わずか2週 間たらずの滞在であり,限 ら

れた範囲での情報に基づいての理解であるた

め,必 らずしも的を射ていない点があるか も

知れない。しかし,非 常に超長期的な計画に

も拘 らず,細 部にはきめ細かな動き,変 化が

あることを直接認識することが出来たのは大

変参考になった。今後,大 規模な技術開発は

国際協力によって推進してい くことが多 くな

ると予想される。西独側にも日本に対 して同

じような開発意欲と背景をもった国として,

大きな期待をもっていることが,関 係者の口

からたびたび聞かされた し,現 実に両国の協

力関係はますます緊密になってい くものと思

われる。この拙文が相互を認識する上で少し

でも役に立つとすれば望外の喜びとするもの

である。(い とう まさみ 石川島播磨重工

業㈱原子力開発室)

つ

)
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昭 和55年 度 事 業 計 画

(昭 和55年4月1日 ～昭 和56年3月31日)

以下 は,第5回 理事会(3月26日 開催)で 承認 された本年度の事業計画であ る。

設立の趣旨にそって情報の収集,加 工,提

供および特定プロジェク トの調査研究を推進

し,併 せてエネルギー技術の普及活動を進め

ることを基本方針として次の事業を行なう。

1.エ ネルギーに係る科学技術に関する調査

について

各種情報からエネルギーに関連すると思

われるものを,国 内および海外の諸機関と

の情報交流等を通 じて広 く収集し,技 術的

見地から区分,整 理する。

(1)エ ネルギー技術データベース基礎資料

の情報収集 ・検索 ・処理

2.エ ネルギーの開発 ・供給 ・利用に係 る科

学技術資料 ・情報の分析法 ・評価法 ・体系

化法の開発および応用に関する研究につい

て

エネルギーの開発 ・供給 ・利用に係る科

学技術資料 ・情報に関 して,そ れらの分析

・評価 ・体系化を行うための手法の開発研

究を実施 し,そ の成果をもととしてそれら

の科学技術資料 ・情報の確度(信 頼性)の

分析 ・評価,動 的な変動予測,相 関性の評

価,目 的に応 じた体系化などを行い,こ れ

ら資料 ・情報の利用価値の向上をはかるこ

ととする。

(1)エ ネルギー技術データベースの体系化

法の開発研究

(2)核 燃料サイクルの評価法の開発研究

(3)各 種 システム評価研究

3.エ ネルギーの開発 ・供給 ・利用に係る技

術上の基礎的事項に関する部門的,総 合的

な研究について

エネルギー新技術の萌芽の発見 と評価,

エネルギー技術要素の特性向上,安 全性 ・

信頼性の評価,エ ネルギー開発 ・供給 ・利

用のための各種システムの評価研究開発計

面の立案 と最適化など,部 門的ならびに総

合的な技術的見地からの研究 を行 う。

(1)海 水ウラン回収システム技術の総合研

究

(2)新 エネルギー技術シーズの総合研究

4.エ ネルギーの開発 ・供給 ・利用に係る技

術上の応用的事項に関する部門的総合的な

研究について

刻々変化する社会的 ・経済的 ・技術的な

多種多様な制約のもとでエネルギーの開発

・供給 ・利用に関 して現実性のある最適な

システムを設計する。このため,計 算機に

よる設計技法の研究をするとともに本研究

所の収集蓄積 した資料ならびに必要に応 じ

て行 う実験の成果をも活用す る こ と とす

る。

さらに,こ れらの最適システムの設計研

究の成果を具体的プロジェク トに応用する

研究を行い,プ ラン ト設備や機器の開発に

資することとする。

(1)核 熱の産業用利用に関する調査研究

(2)廃 炉に関する調査研究
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(3)ロ ー カ ル ・エ ネ ル ギー ・シス テ ム の研

究

5.前 三 号 の研 究 に 係 わ る試 験 につ い て

前三 号 の研 究 に 伴 う計 算 機 実 験 の 他,エ

ネ ル ギー の 開 発,供 給,利 用 に 資 す る材 料

・要 素 ・機 器 等 の試 験 も随 時 行 うこ と とす

る。

(1)エ ネ ル ギー 技 術 デ ー タ ベー ス の体 系 化

法 の 開 発研 究 に 係 る試 験

6.前 各 号 の 調 査,研 究,試 験 の 成 果 に 係 る

資料 の作 成,整 備,提 供 に つ い て

前 各 号 の 事 業 で 得 ら れた 成 果 の う ち か

ら,技 術 情 報 と して 有 用度 の 高 い もの を選

択 的 に,ま た 目的 に応 じて 分 類 的 に,そ れ

ぞ れ定 期的 に編 集 して 利 用 者 に 提供 し,さ

らに一 部 は 出版 ・展 示 ・講 演 会 等 に よ1り公

表 して 広 く利 用 に供 す る こ と とす る。

また,そ れ ぞ れ の 目的 に応 じた エ ネ・ル ギ

ー 技術 の総 合 的研 究 に 関 して 指導 を行 い,

人 材 を養成 す るな ど,エ ネ ル ギー 技術 の 指

導 ・普及 ・啓 蒙 に努 め る こ と とす る 。

(1)技 術 情報 の編 集,整 備

(2)定 期刊行物の出版

㈲ エネルギー技術普及講演会の開催

7.そ の 他

エネルギーの開発,供 給,利 用の円滑な

展開を図るためには官 ・学 ・民一体 となっ

た協力体制を整え,効 率的に機能させるこ

とが重要である。本研究所は,こ のような

観点に立 って,エ ネルギー技術上の諸問題

について,各 界の専門家による討論 と情報

交流を行 う場を提供 し,責 任ある,し かも

時宜に適 した新 しいエネルギー技術政策に

ついて提言を行 うこととする。

また,エ ネルギー技術に関する国際協力

の積極的な推進など,本 研究所の趣旨にか

なつた諸事業を行 うこととする。

(1)経 団連,通 産省などとエネルギー技術

懇談会の設置および運営

(2)原 子力プラン ト運転の信頼性に関する

研究会

(3)内 外の関連研究機関 との研究協力の検

討

}1

♂
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研究所のうごき

(昭 和55年4月1日 ～6月30日)

◇ 理 事 会 開 催

第6回 理事会

日 時:5月16日(金)12:00～13:30

場 所:経 団連会館9階906号 室

議 題:

(1)昭 和54年 度事業報告お よび収支決算書(案)

について

② 日本 自転車振興会か らの昭和55年 度運営強化

資金補助金の受入な らびに補助事業の実施につ

いて

(3)そ の他

◇ 企 画 委 員 会 開 催

第8回 企画委員会

日 時:4月18日(金)14:00～16:00

場 所:当 研究所第2会 議 室

議 題:

(1)西 ドイツにおけ る核熱 の産業利用に関 する調

査について

(2)関 西電力の長期総合経営 ビジ ョンについて

(3)そ の他

第9回 企画委 員会

日 時:6月13日(金)!5:00～17:00

場 所:当 研究所第2会 議室

議 題:

(1)ロ ー カルエネルギー システムについて

(2)電 力技術開発 の現状 と動向について

⑧ その他

◇ 主 な で き ご と

4月18日(金)第8回 企画委員会開催

5月13日(火)「 エネルギー技術 デー タベース体

系化法開発研 究」第4回 委員会 開催

16日(金)第6回 理事会開催

「新 ・省エネルギー技術課題の評

価 に関 する調査」第1回 委員会開催

20日(火)「 原子力 プラン ト運転信頼性」研

究会開催

6月11日(水)MITI-IAE定 例 懇談会第6回 開

催

13日(金)第9回 企画委員会開催

19日(木)「 ローカルエネル ギー システム標

準化仕 様作成調査研究」第1回 委員

会開催

20日(金)「 新 ・省エネルギー技術課題 の評

価 に関す る調査」第2回 委 員会開催

24日(火)第1回 「経 団連 との懇談会」開催

◇ そ の 他

外 国出張

近藤駿介研究嘱託 と徳下善孝副主任研究員 とは,

「放射性廃棄物の管理 と処分に関す る第1回 欧 州 共

同体会議 に出席 し,併 せて欧州における放射 性廃棄

物の リスク解析の現状調査」 のため,5月18日 ～5

月31日,ル クセンブルグ,フ ランスなどに出張 した。

新常務理事 の略歴紹介

柴田誠一(し ばた せいいち)

大正12年8月11日 生

昭和23年3月 早稲田大学政治経済学部経済学科卒

ク23年4月 関東配電㈱(現 東京電力㈱)入 社

・・52年6月 同社 技術 開発研究所副所長

・・53年7月 同社 よ り当所研究所へ派遺,事 務局

長就任

〃55年4月 常務理事に就 任(事 務局長 を兼任)

季報エネルギー総合工学 第3巻 第2号

昭和55年7月20日 発行
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